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 第１編 風水害等共通対策 第１章 総則 

修正前 修正後 修正理由 

第１節 計画作成の趣旨 第１節 計画作成の趣旨  

（略） （略）  

第２節 防災関係機関等の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 第２節 防災関係機関等の責務と処理すべき事務又は業務の大綱  

１ 基本理念 
自然条件、社会条件の変化により、災害発生要因は複雑・多様化する

傾向を見せており、災害の根絶には限界があることから、災害による人
的被害等を軽減する減災のための備えを一層充実する必要がある。 
したがって、「減災のための自助・共助・公助の総合的推進」を基本

理念とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、
災害時の社会的経済活動への影響を最小限にとどめる。 
災害対策の実施に当たって市民、地域、行政（防災関係機関）は、そ

れぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくとともに、相互に
密接な連携を図る。併せて、市及び県を中心に、市民一人一人が自ら行
う防災活動や、地域の防災力向上のために自主防災組織や地域の事業者
等が連携して行う防災活動を促進することで、市民、地域、行政（防災
関係機関）等が一体となって最善の対策をとる。 
本計画においては、自然災害に対する施設能力や行政主導の避難対策

には限界があることを理解した上で、市民、地域、行政（防災関係機
関）の各主体がそれぞれ責任を果たすことを前提に、各主体の能力の不
足を外部からの支援と相互の協力により補完し、（追加）もって災害
の予防、応急対策、復旧・復興のための活動が円滑に実施できるよ
う体制構築を目指す。 
気候変動による豪雨の増加傾向や少子高齢化等による社会環境の

変化が顕在化し、風水害が激甚化・頻発化している状況を踏まえ、
たとえ、大規模な豪雨等が発生しても、「ハード（施設・設備
等）・ソフト（情報・知識、意識・行動等）の総合力」で危機的・
壊滅的な状況に陥らせない「災害に強い柏崎市」を実現していく 
 
 

（１）～（５） (略) 
（６）相互協力体制の推進 

災害により、市単独では対応が困難となることが予想されることか 
ら、国、県及び関係機関との協力連携体制の充実を図るとともに、近
隣市町村、県外市町村と災害時相互応援協定を締結し、広域的な対策
が可能となるよう体制の整備を推進するものとする。また、県、市

１ 基本理念 
自然条件、社会条件の変化により、災害発生要因は複雑・多様化する

傾向を見せており、災害の根絶には限界があることから、災害による人
的被害等を軽減する減災のための備えを一層充実する必要がある。 
したがって、「減災のための自助・共助・公助の総合的推進」を基本

理念とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、
災害時の社会的経済活動への影響を最小限にとどめる。 
災害対策の実施に当たって市民、地域、行政（防災関係機関）は、そ

れぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくとともに、相互に
密接な連携を図る。併せて、市及び県を中心に、市民一人一人が自ら行
う防災活動や、地域の防災力向上のために自主防災組織や地域の事業者
等が連携して行う防災活動を促進することで、市民、地域、行政（防災
関係機関）等が一体となって最善の対策をとる。 
本計画においては、自然災害に対する施設能力や行政主導の避難対策

には限界があることを理解した上で、市民、地域、行政（防災関係機
関）の各主体がそれぞれ責任を果たすことを前提に、各主体の能力の不
足を外部からの支援と相互の協力により補完し、避難生活に必要な物資
の備蓄、避難所環境の整備、地域のボランティア人材の確保・育成や災
害発生時における官民連携強化など、地域防災力の向上に努め、もって
災害の予防、応急対策、復旧・復興のための活動が円滑に実施できるよ
う体制構築を目指す。 
気候変動による豪雨の増加傾向や少子高齢化等による社会環境の変化

が顕在化し、風水害が激甚化・頻発化している状況を踏まえ、たとえ、
大規模な豪雨等が発生しても、「ハード（施設・設備等）・ソフト（情
報・知識、意識・行動等）の総合力」で危機的・壊滅的な状況に陥らせ
ない「災害に強い柏崎市」を実現していく。 

（１）～（５） (略) 
（６）相互協力体制の推進 

災害により、市単独では対応が困難となることが予想されることか
ら、国、県及び関係機関との協力連携体制の充実を図るとともに、近
隣市町村、県外市町村と災害時相互応援協定を締結し、広域的な対策
が可能となるよう体制の整備を推進するものとする。また、県、市

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県地域防災計画
にあわせた修正 
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修正前 修正後 修正理由 

は、平常時から、被災者支援の仕組みを担当する部局を明確化し、地
域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状
況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな
支援を継続的に実施する取組）などの被災者支援の仕組みの整備等に
努める。 
 

（７）～（15） (略) 
 
２ 各機関等の責務 
（１）市 

市は、防災の第一次的責任を有する基礎的地方公共団体として、市
の地域並びに市民の生命、身体及び財産の保護し、被災者の救済・支
援等の応急対策全般を迅速かつ的確に実施するため、指定地方行政機
関、指定公共機関、指定地方公共機関、他の地方公共団体及び市民の
協力を得ながら防災活動を実施する。なお、その実施に当たっては地
域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状
況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな
支援を継続的に実施する取組）などの被災者支援の仕組みの整備等に
あわせて努めることとする。 
災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い手の確保・

育成に取り組む。 
男女共同参画の視点からも、平常時及び災害時における男女共同参

画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局
と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 
なお、本計画において消防本部とは消防本部及び署を表し、消防機 

関とは、消防本部、署及び消防団を表す。 
 
（２）～（７）(略 
３ 各機関の事務又は業務の内容 
 （略） 

機   関   名 処理すべき事務又は業務の内容 

は、平常時から、被災者支援の仕組みを担当する部局を明確化し、地
域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状
況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな
支援を継続的に実施する取組）などの被災者支援の仕組みの整備等に
努める。また、登録被災者援護協定団体との平時からの連携に努め
る。 

（７）～（15） (略) 
 
２ 各機関等の責務 
（１）市 

市は、防災の第一次的責任を有する基礎的地方公共団体として、市
の地域並びに市民の生命、身体及び財産の保護し、被災者の救済・支
援等の応急対策全般を迅速かつ的確に実施するため、指定地方行政機
関、指定公共機関、指定地方公共機関、他の地方公共団体及び市民の
協力を得ながら防災活動を実施する。なお、その実施に当たっては地
域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（削除）などの被災者支援
の仕組みの整備等にあわせて努めることとする。 
災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い手の確保・

育成に取り組む。 
男女共同参画の視点からも、平常時及び災害時における男女共同参

画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局
と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 
なお、本計画において消防本部とは消防本部及び署を表し、消防機 

関とは、消防本部、署及び消防団を表す。 
 
 
 

（２）～（７）(略) 
３ 各機関の事務又は業務の内容 
 （略） 

機   関   名 処理すべき事務又は業務の内容 

 
 
 
 
防災基本計画に
あわせた修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
文言削除 
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修正前 修正後 修正理由 

 

柏 崎 市 1～22 （略） 

23 し尿処理施設の災害対策、被害調査及び応急

復旧に関すること 

24 ごみ処理施設及び最終処分場の災害対策、被

害調査及び応急復旧に関するこ 

  と 

25 火葬場の災害対策、被害調査及び応急復旧に

関すること 

26 その他市の所管事務についての防災対策に関

すること 

 

柏 崎 市 1～22 （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

23 その他市の所管事務についての防災対策に関

すること 

 
現状にそぐわな
いため削除 

第３節 柏崎市の自然条件 第３節 柏崎市の自然条件  

（略） （略）  

第４節 柏崎市の社会的条件 第４節 柏崎市の社会的条件  

（略） （略）  

第５節 既往の主な災害 第５節 既往の主な災害  

１ （略） 
２ 過去の主な災害 
（表は一部抜粋） 
 名称：令和６年能登半島地震 
 発生年月日：R6(2024). 1.1 
 被害の状況：石川川県能登地方においてマグニチュード７.６の地震が発

生。 
震度５強を記録。新潟県内に約30年ぶりに津波警報が発表さ
れた。 
負傷者 ３人 
住家被害 全壊3棟、半壊17棟、準半壊10棟、一部損壊694 
棟 

       ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害 （追加）ガス漏れ31件、電気停電1,000戸 
 

１ （略） 
２ 過去の主な災害 
（表は一部抜粋） 
名称：令和６年能登半島地震 

 発生年月日：R6(2024). 1.1 
 被害の状況：石川川県能登地方においてマグニチュード７.６の地震が発

生。 
震度５強を記録。新潟県内に約30年ぶりに津波警報が発表さ
れた。 
負傷者 ３人 
住家被害 全壊3棟、半壊2217棟、準半壊1210棟、一部損
壊833694棟 

       ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害 （追加）ガス漏れ31件、電気停電1,000戸 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 



- 4 - 

第１編 風水害等共通対策 第２章 災害予防計画 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 防災教育計画 第１節 防災教育計画  

１ 計画の方針 
（略） 

（１）（略） 
（２）要配慮者に対する配慮 
 ア 要配慮者、保護責任者、施設管理者等の防

災教育を推進する。 
 イ～ウ（略） 
（３）（略） 
２（略） 
（１）市民の役割 
   市民は、普段から風水害や土砂災害等に対する備え

を心がけるとともに、災害発生時には、被害を最小限に
留めるよう次の項目について取り組むものとする。 

 ア～イ（略） 
ウ （追加）次世代への災害被災経験の伝承 

  
 

エ～ケ（略） 
（２）地域の役割 

  大規模災害発生時においては防災機関のみで対処す
ることは困難になることが予想される。 
このような事態において、災害による被害の防止又は軽
減を図るためには、自主防災組織等を主体とした地域住
民の「共助」による自主的な防災活動や消防団活動が重
要であり、地域の防災力を高めるため、次の項目につい
て取り組むものとする。 

 ア～イ（略） 
ウ （追加）次世代への災害被災経験の伝承 

 
 
 エ（略） 
（３）（略） 
３ 市の役割 

市は、国、県、消防関係者、学校、福祉関係者、事業 
者、ＮＰＯ、自主防災組織等と情報を共有し、防災教育

１ 計画の方針 
（略） 

（１）（略） 
（２）要配慮者に対する配慮 
 ア 要配慮者、同居家族等保護責任者、施設管

理者等の防災教育を推進する。 
 イ～ウ（略） 
（３）（略） 
２（略） 
（１）市民の役割 
   市民は、普段から風水害や土砂災害等に対する備え

を心がけるとともに、災害発生時には、被害を最小限に
留めるよう次の項目について取り組むものとする。 

 ア～イ（略） 
ウ 語り部活動や地域内での語り継ぎ、慰霊祭等の開

催、伝承碑の保存等による次世代への災害被災経験の伝
承 

エ～ケ（略） 
（２）地域の役割 

  大規模災害発生時においては防災機関のみで対処す
ることは困難になることが予想される。 
このような事態において、災害による被害の防止又は軽
減を図るためには、自主防災組織等を主体とした地域住
民の「共助」による自主的な防災活動や消防団活動が重
要であり、地域の防災力を高めるため、次の項目につい
て取り組むものとする。 

 ア～イ（略） 
ウ 語り部活動や地域内での語り継ぎ、慰霊祭等の開

催、伝承碑の保存等による次世代への災害被災経験の伝
承 

エ（略） 
（３）（略） 
３ 市の役割 

市は、国、県、消防関係者、学校、福祉関係者、事業 
者、ＮＰＯ、自主防災組織等と情報を共有し、防災教育

 
 
 
 
語句修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
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改正前 改正後 修正理由 

を推進する。 
（１）～（４） （略） 
（５）市民に対する防災知識の普及 

災害発生時には、救出、救助をはじめとして、応急救
護、避難誘導等広範囲な対応が必要となるが、これらの
全ての面において行政が対応することは極めて困難であ
り、市民自らの「自分の身は自分で守る」という意識と
行動が重要である。このため、まず市民が災害に対する
知識を持つことが災害対策上の前提であり、市は、防災
知識の普及、社会教育における防災学習を推進し、災害
教訓の伝承の重要性についての普及啓発などを行うもの
とする。（追加） 

 
 

  ア～エ（略） 
（６）～（７）（略） 
（８）要配慮者及び保護責任者等の防災学習の推進 
 
 （略） 
（９）～（10） （略） 
４ 県の役割 
（１）市町村に対する防災に関する基礎情報の提供 

ア～エ（略） 
オ 住民が緊急地震速報を受けたときの適切な対応行

動を含め、緊急地震速報に関する情報の提供を行う。 
 
 
 
（２）（略） 
５（略） 

を推進する。 
（１）～（４） （略） 
（５）市民に対する防災知識の普及 

災害発生時には、救出、救助をはじめとして、応急救
護、避難誘導等広範囲な対応が必要となるが、これらの
全ての面において行政が対応することは極めて困難であ
り、市民自らの「自分の身は自分で守る」という意識と
行動が重要である。このため、まず市民が災害に対する
知識を持つことが災害対策上の前提であり、市は、防災
知識の普及、社会教育における防災学習を推進し、災害
教訓の伝承の重要性についての普及啓発などを行うもの
とする。また、ボランティアによる防災活動に対する住
民等の理解促進、防災活動への住民参加の促進を行うも
のとする。 

  ア～エ（略） 
（６）～（７）（略） 
（８）要配慮者及び同居家族保護責任者等の防災学習の推  
  進 
 （略） 
（９）～（10） （略） 
４～６（略） 
（１）市町村に対する防災に関する基礎情報の提供 

ア～エ（ア～エ（略） 
オ 広報活動等を通じて、ボランティアによる防災活

動に対する県民等の関心と理解を深めるとともに、防
災活動への県民の参加を促進する。 

住民が緊急地震速報を受けたときの適切な対応行動を
含め、緊急地震速報に関する情報の提供を行う。 

（２）（略） 
５（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
語句修正 
 
 
 
 
 
 
県地域防災
計画にあわ
せた修正 
 
 
 

第２節 防災訓練計画 第２節 防災訓練計画  

１ 計画の方針 
（１）基本方針  

災害発生時において、市、県、防災関係機関、市民等
が防災活動を的確に実施できるよう平時から防災訓練を
実施する。 

訓練実施については、各防災関係機関及び市民との協

１ 計画の方針 
（１）基本方針  

災害発生時において、市、県、防災関係機関、市民等
が防災活動を的確に実施できるよう平時から防災訓練を
実施する。 

訓練実施については、各防災関係機関及び市民との協
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改正前 改正後 修正理由 

力体制の確立などに重点をおいた実践的な訓練を実施す
るとともに、課題を発見するための訓練の実施にも努め
る。 

また、地域、市民等による、自らの安全を確保するた
めの取組及び安全を確保するための地域における取組を
支援する。 

更に、災害情報の収集・伝達・共有は、災害対応の要
であることから、市、県及び関係機関において、新潟県
総合防災情報システム、（追加）地理空間情報（ＧＩ
Ｓ・ＧＰＳ）など各種手段を使った「情報の共有化」が
図れるよう、平時からデータの整備、人材の育成に努め
る。 

（２）要配慮者に対する配慮 
要配慮者の安全を図るため、要配慮者及び保護責任者

に対する防災知識の普及、啓発に努めるとともに、要配
慮者の安全確保計画に基づく避難誘導計画などにより、
実践的な避難誘導訓練を行う。 

（３）～（４）（略） 
 
２～６（略） 

力体制の確立などに重点をおいた実践的な訓練を実施す
るとともに、課題を発見するための訓練の実施にも努め
る。 

また、地域、市民等による、自らの安全を確保するた
めの取組及び安全を確保するための地域における取組を
支援する。 

更に、災害情報の収集・伝達・共有は、災害対応の要
であることから、市、県及び関係機関において、新潟県
総合防災情報システム、新物資システム(B-PLo)、地理
空間情報（ＧＩＳ・ＧＰＳ）など各種手段を使った「情
報の共有化」が図れるよう、平時からデータの整備、人
材の育成に努める。 

（２）要配慮者に対する配慮 
要配慮者の安全を図るため、要配慮者及び同居家族等

保護責任者に対する防災知識の普及、啓発に努めるとと
もに、要配慮者の安全確保計画に基づく避難誘導計画な
どにより、実践的な避難誘導訓練を行う。 

（３）～（４）（略） 
 

２～６（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
語句修正 

第３節 自主防災組織育成計画  第３節 自主防災組織育成計画   

（略） 
１ 地域住民による自主防災組織 
（１）令和７（２０２５）年４月１日現在、自主防災組織
率は９９．３％（組織数３０８組織）である。災害時の共
助の重要性から、市民に対し、自主防災組織の組織づくり
を積極的に働きかけてきた結果、２度の震災を契機とし
て、地域の防災に対する機運が高まり、自主防災組織の結
成が大幅に進んだ。今後は、実効性のある自主防災組織の
育成と防災活動の中心的な役割を担う人材育成を行い、地
域防災力の充実を図る必要がある。また、地区コミュニテ
ィ協議会は災害時には町内会単位の自主防災組織の情報収
集を行うなど包括的な役割を担い、円滑な連携体制がとれ
るよう防災体制の充実を図っている。こうした地区コミュ
ニティ協議会の取組が、町内会による自主防災組織及び住
民の防災に対する意識向上に結びついている。 
 

（略） 
１ 地域住民による自主防災組織 
（１）令和８（２０２６）年４月１日現在、自主防災組織
率は９９．４％（組織数３０８組織）である。災害時の共
助の重要性から、市民に対し、自主防災組織の組織づくり
を積極的に働きかけてきた結果、２度の震災を契機とし
て、地域の防災に対する機運が高まり、自主防災組織の結
成が大幅に進んだ。今後は、実効性のある自主防災組織の
育成と防災活動の中心的な役割を担う人材育成を行い、地
域防災力の充実を図る必要がある。また、地区コミュニテ
ィ協議会は災害時には町内会単位の自主防災組織の情報収
集を行うなど包括的な役割を担い、円滑な連携体制がとれ
るよう防災体制の充実を図っている。こうした地区コミュ
ニティ協議会の取組が、町内会による自主防災組織及び住
民の防災に対する意識向上に結びついている。 
 

 
 
時点修正 
 
 
 
 
 
 
 
県地域防災
計画にあわ
せた修正 
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改正前 改正後 修正理由 

（２）（略） 
（３）育成の方針 

自主防災組織の育成に当たっては、自主防災組織育成
事業等の実施を図り、町内会活動やコミュニティ活動に
防災活動を組み入れるなど、より実効性のある組織づく
りに努めるものとする。 

 ア 意識啓発及び防災資機材との整備支援 
  市は、地域住民に対し、自主防災組織の意義等を

啓発し、地域の実情に応じた組織づくりを積極的に働
きかけるとともに、（追加）一般財団法人自治総合セ
ンターの助成事業、県の助成事業等を活用しながら、
自主防災組織における防災資機材等の整備を促進す
る。 

 
 

 イ～エ（略） 
（４）～（５）（略） 
２～３（略） 

（２）（略） 
（３）育成の方針 

自主防災組織の育成に当たっては、自主防災組織育成
事業等の実施を図り、町内会活動やコミュニティ活動に
防災活動を組み入れるなど、より実効性のある組織づく
りに努めるものとする。 

 ア 意識啓発及び防災資機材との整備支援 
  市は、地域住民に対し、自主防災組織の意義等を

啓発し、地域の実情に応じた組織づくりを積極的に働
きかけるとともに、消防団と自主防災組織や防災士等
の多様な主体との連携等を通じた地域コミュニティの
防災体制の充実に努める。また、一般財団法人自治総
合センターの助成事業、県の助成事業等を活用しなが
ら、自主防災組織における防災資機材等の整備を促進
する。 

 イ～エ（略） 
（４）～（５）（略） 
２～３（略） 

 
 
 
 
 

第４節 災害に強いまちづくり 第４節 災害に強いまちづくり  

 本市における過去の災害歴を概観すると、主に雪害、
水害による被害が多いが、過去の災害における教訓を生
かし、災害に強いまちづくりを推進するためには、市、
県、国等の都市整備に関係する各種機関が協力して、
（幹線）道路、（都市）公園、河川、港湾など骨格的な
都市基盤としての公共施設整備を促進し、教育、福祉医
療等の施設の配置は、計画的な土地利用の誘導等を図
り、防災上危険な市街地の解消などの総合的な施策を展
開することが必要である。 

溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区
域について、（追加）豪雨、洪水、高潮、土砂災害等に
対するリスクの評価を踏まえ、都市的土地利用を誘導し
ないものとし、必要に応じて、移転等も促進するなど、
風水害に強い土地利用の推進に努めるものとする。 

 
 
 

１～３（略） 

 本市における過去の災害歴を概観すると、主に雪害、
水害による被害が多いが、過去の災害における教訓を生
かし、災害に強いまちづくりを推進するためには、市、
県、国等の都市整備に関係する各種機関が協力して、
（幹線）道路、（都市）公園、河川、港湾など骨格的な
都市基盤としての公共施設整備を促進し、教育、福祉医
療等の施設の配置は、計画的な土地利用の誘導等を図
り、防災上危険な市街地の解消などの総合的な施策を展
開することが必要である。 

溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区
域について、都市的土地利用の誘導を検討するに当たっ
ては、豪雨、洪水、高潮、土砂災害等に対するリスクの
評価を踏まえ、のほか、その地域の状況や地域でとり得
る防災・減災対策を幅広く考慮して総合的に判断するこ
と都市的土地利用を誘導しないものとし、必要に応じ
て、移転等も促進するなど、風水害に強い土地利用の推
進に努めるものとする。  

１～３（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
文言の修正 
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改正前 改正後 修正理由 

４ 復興事前準備の取組の推進 
  市は、被災後に早期かつ的確に（追加）市街地復興計
画を策定できるよう、復興に関する体制や手順の検討、災
害が発生した際の復興課題を事前に把握するなど（追加）
の復興事前準備の取組を推進する。 

４ 復興事前準備の取組の推進 
  市は、被災後に早期かつ的確に復興まちづくりを行う
ため、市街地復興計画を策定できるよう、復興に関する体
制や手順の検討、災害が発生した際の復興課題を事前に把
握するなど、事前復興まちづくり計画策定等の復興事前準
備の取組に努めるものとする。を推進する。 

 
防災基本計
画にあわせ
た修正 

第５節 集落孤立対策計画  第５節 集落孤立対策計画   

 （略）   （略）   

第６節 建築物等災害予防計画 第６節 建築物等災害予防計画  

 (略)  (略)  

第７節 気象等防災観測体制の整備  第７節 気象等防災観測体制の整備   

 (略)  (略)  

第８節 公共土木施設等災害予防計画  第８節 公共土木施設等災害予防計画   

（略） 
１～２（略） 
３ 道路施設等災害予防計画 
 （略） 
 （１）（略） 
 （２）一般国道及び県・市道 

 幹線市道、特に、緊急輸送ネットワークに指定され
た路線を最優先として、国・県に準じた必要な対策を
実施する。 

市内の道路現況(令和６（２０２４）年４月１日現
在) 

 本 数 延  長（㎞） 

国 道 ６ １２１．４０ 

県 道 ３７ ２２０．１４ 

市 道 ３，６４８  １１５６．８６  

計 ３，６９１  １４９８．４０  

 

（略） 
１～２（略） 
３ 道路施設等災害予防計画 
 （略） 
 （１）（略） 
 （２）一般国道及び県・市道 

 幹線市道、特に、緊急輸送ネットワークに指定され
た路線を最優先として、国・県に準じた必要な対策を
実施する。 

市内の道路現況(令和７（２０２５）年４月１日現
在) 

 本 数 延  長（㎞） 

国 道 ６ １１９.２ 

県 道 ３７ ２１９.５ 

市 道 ３６４９  １１５６.９  

計 ３，６９２  １４９５.６  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
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改正前 改正後 修正理由 

４（略） 
５河川管理施設等災害予防計画 
（略） 
（１）～（３）（略） 
（４）ダム施設における放水の調整等 
  ア（略） 
  イ鯖石川上流には、洪水調整及び不特定潅漑用水ダム

鯖石川ダム（総貯水量６００万㎥）を有している。 
ダムにおける放水は、時として水害を助長するこ と
が考えられる。降雨が長期的に続く場合は、ダムの管
理者と連絡を密に行い計画的な放水を行うものとす
る。 

   市内の河川数及び指定延長（令和６（２０２４）
年４月１日現在） 

 
 
 
 
 

６治山施設等災害予防計画 
 （略） 
 （１）保安林の指定及び整備 
   ア（略） 
   イ（略） 
   市内の保安林の種類及び面積（令和３（２０２１）

年４月１日現在） 

区分 
民有林 

箇所
数 

筆数 
森林所有

者数 
面積 

水源かん養
保安林 

36 6,792 1,413 3,769 

土砂流出防
備保安林 

93 3,882 1,333 659 

土砂崩壊防
備保安林 

57 638 333 67 

飛砂防備保
安林 

21 303 163 106 

防風保安林 3 45 3 44 

４（略） 
５河川管理施設等災害予防計画 
（略） 
（１）～（３）（略） 
（４）ダム施設における放水の調整等 
  ア（略） 
  イ鯖石川上流には、洪水調整及び不特定潅漑用水ダム

鯖石川ダム（総貯水量６００万㎥）を有している。 
ダムにおける放水は、時として水害を助長するこ と
が考えられる。降雨が長期的に続く場合は、ダムの管
理者と連絡を密に行い計画的な放水を行うものとす
る。 

   市内の河川数及び指定延長（令和８（２０２６）
年４月１日現在） 

 
 
 
 
 
６治山施設等災害予防計画 
 （略） 
 （１）保安林の指定及び整備 
   ア（略） 
   イ（略） 
   市内の保安林の種類及び面積（令和８（２０２６）

年４月１日現在） 

区分 
民有林 

箇所
数 

筆数 
森林所有

者数 
面積 

水源かん養
保安林 

36 6,818 1,393 3,773 

土砂流出防
備保安林 

93 3,893 1,330 660 

土砂崩壊防
備保安林 

60 654 336 69 

飛砂防備保
安林 

22 338 161 108 

防風保安林 3 58 4 44 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
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改正前 改正後 修正理由 

水害防備保
安林 

    

潮害防備保
安林 

    

干害防備保
安林 

2 23 8 13 

防雪保安林     
防霧保安林     
なだれ防止
保安林 

59 752 500 204 

落石防止保
安林 

1 1 1 0 

防火保安林     
魚つき保安
林 

    

航行目標保
安林 

    

保健保安林 6 725 9 950 
風致保安林     

合計 278 13,161 3,763 5,812 
   ※上記表の数値は、兼種保安林となっているものを

含む 
 （２）～４（略） 
７砂防設備等災害予防計画 
（略） 
（１）（略） 
（２）地すべり防止施設 
  ア（略） 
  イ（略） 

地すべり防止施設の整備状況 （令和６（２０２４）年
４月１日現在） 

種  別 
法指定 
箇所数 

危 険 
箇所数 

工事の状況 
（概成） 

地 
す 
べ 
り 

国土交
通省 

21 52 19 

農村振
興局 

27 69 19 

林野庁 17 24 0 

水害防備保
安林 

    

潮害防備保
安林 

    

干害防備保
安林 

2 23 8 13 

防雪保安林     
防霧保安林     
なだれ防止
保安林 

59 786 506 205 

落石防止保
安林 

1 1 1 0 

防火保安林     
魚つき保安
林 

    

航行目標保
安林 

    

保健保安林 6 725 8 950 
風致保安林     

合計 282 13,296 3,747 5,822 
   ※上記表の数値は、兼種保安林となっているものを

含む 
（２）～４（略） 

７砂防設備等災害予防計画 
（略） 
（１）（略） 
（２）地すべり防止施設 
  ア（略） 
  イ（略） 

地すべり防止施設の整備状況 （令和８（２０２６）年
４月１日現在） 

種  別 
法指定 
箇所数 

危 険 
箇所数 

工事の状況 
（概成） 

地 
す 
べ 
り 

国土交
通省 

21 52 19 

農村振
興局 

28 69 15 

林野庁 17 38 2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
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改正前 改正後 修正理由 

 計 63 145 37 
 

（３）急傾斜地崩壊防止施設 
  ア 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に

基づき、集中豪雨等に起因するがけ地の崩壊による災
害を未然に防止するために、危険度の高い箇所等につ
いて急傾斜地崩壊危険区域に指定する。 

イ 市における要対策箇所の多くは整備率が低いこと
から、重点的な施設整備を促進する。 

    急傾斜地崩壊防止施設の整備状況（令和６（２０
２４）年４月１日現在） 

 
 
 
 
 
 
 

※未指定箇所は災害関連地域防災がけ崩れ対策事業の
うち法指定箇所内で施工したものを除いた箇所数で
ある。危険箇所 ３３箇所 

８（略） 

 計 66 159 36 
 

（３）急傾斜地崩壊防止施設 
  ア 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に

基づき、集中豪雨等に起因するがけ地の崩壊による災
害を未然に防止するために、危険度の高い箇所等につ
いて急傾斜地崩壊危険区域に指定する。 

イ 市における要対策箇所の多くは整備率が低いこと
から、重点的な施設整備を促進する。 

    急傾斜地崩壊防止施設の整備状況（令和８（２０
２６）年４月１日現在） 

 
 
 
 
 
 
 

※未指定箇所は災害関連地域防災がけ崩れ対策事業の
うち法指定箇所内で施工したものを除いた箇所数で
ある。危険箇所 ３３箇所 

８（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 

第９節 農地農業用施設等の災害予防計画 第９節 農地農業用施設等の災害予防計画  

（略）  （略）  

第１０節 防災通信施設災害予防計画  第１０節 防災通信施設災害予防計画   

（略）  
１（略） 
２ 情報伝達体制等の整備 
 （１）～（２）（略） 

（３）消防機関における通信施設 
ア 現状 

災害に強い消防通信基盤の確保を目的とした、
消防・救急デジタル無線整備が平成２８（２０１
６）年３月で完了した。その設置状況は、次表の
とおりである。 

（略）  
１（略） 
２ 情報伝達体制等の整備 
 （１）～（２）（略） 

（３）消防機関における通信施設 
ア 現状 

災害に強い消防通信基盤の確保を目的とした、
消防・救急デジタル無線整備が平成２８（２０１
６）年３月で完了した。その設置状況は、次表の
とおりである。 
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改正前 改正後 修正理由 

     消防・救急デジタル無線    （令和７（２
０２５）年４月１日現在） 

  
基
地
局 

陸  上  移  動  局 

車載 
（5w
） 

卓上 
（5w
） 

可搬 
（5w
） 

携帯 
（1w） 

（
追
加
） 

消防本
部・消防

署 
5 27 

1 

6 61 

（
追
加
） 

消 防  85 

 

 
45 

（副分団長以上）

（
追
加
） 

 
   イ （略） 

（４）～（７）（略） 
（８）防災相互通信用無線機の整備 

 災害発生時における防災関係機関相互の防災活動を
円滑に進めるため、市、県及び消防、警察等防災関係
機関相互の通信が可能な無線局を整備し、運用する。 

県防災相互通信用無線       （令和７
（２０２５）年４月１日現在） 

 陸  上   移  動   局 

車載
(10W) 

卓上
（5W） 

可搬
（10W） 

携帯(5W) 

市役所 1  6 1 

西山町事務所 2  1 1 

     消防・救急デジタル無線    （令和８（２
０２６）年４月１日現在） 

  
基
地
局 

陸  上  移  動  局 

車載 
（5w
） 

卓上 
（5w
） 

可搬 
（5w
） 

携帯 
（1w） 

携
帯 
（5
ｗ
） 

消防本
部・消防

署 
5 28 

1 
6 31 

30 

消 防  84 
 

 
36 

（副分団長以上）
9 

 
 
 
   イ （略） 

（４）～（７）（略） 
（８）防災相互通信用無線機の整備 

 災害発生時における防災関係機関相互の防災活動を
円滑に進めるため、市、県及び消防、警察等防災関係
機関相互の通信が可能な無線局を整備し、運用する。 

県防災相互通信用無線       （令和８
（２０２６）年４月１日現在） 

 陸  上   移  動   局 

車載
(10W) 

卓上
（5W） 

可搬
（10W） 

携帯(5W) 

市役所 1  6 1 

西山町事務所 2  1 1 

 
時点修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
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改正前 改正後 修正理由 

消防本部・消
防署 

27 1 6 1 

消防団 86    

 
（９）～（１０）（略） 

消防本部・消
防署 

28 1 6 1 

消防団 84    

 
（９）～（１０）（略） 

第１１節 電気通信施設災害予防計画  第１１節 電気通信施設災害予防計画   

（略）  （略）  

第１２節 電力施設等災害予防計画 第１２節 電力施設等災害予防計画   

（略）  （略）   

第１３節 危険物等施設災害予防計画 第１３節 危険物等施設災害予防計画  

(略) 
１ 各主体の役割 
（１）事業者の役割 

ア～エ （略） 
オ  毒物劇物貯蔵施設（追加） 
（ア）～（イ）（略） 
カ～ク （略） 

（２）県の役割 
  ア～ウ （略） 

エ 毒物劇物貯蔵施設（追加）安全対策 
（ア）～（イ）（略） 

  オ （略） 
（３）略 
２～３ （略） 

(略) 
１ 各主体の役割 
（１）事業者の役割 

ア～エ （略） 
オ  毒物劇物貯蔵施設等 
（ア）～（イ）（略） 
カ～ク （略） 

（２）県の役割 
  ア～ウ （略） 

エ 毒物劇物貯蔵施設等安全対策 
（ア）～（イ）（略） 

  オ （略） 
（３）略 
２～３ （略） 

 
 
 
文言の追加 
 
 
 
 
 
 
文言の追加 

第１４節 廃棄物処理体制整備計画  第１４節 廃棄物処理体制整備計画   

 (略) 
１ 各主体の役割 
（１）～（２）（略） 
（３）市の役割 

 (略) 
１ 各主体の役割 
（１）～（２）（略） 
（３）市の役割 

 
 
 
 
県地域防災
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改正前 改正後 修正理由 

（追加）災害廃棄物処理計画の策定や般廃棄物処理施
設の浸水対策、協力体制の整備等に努める。 

 
 

２ 災害廃棄物処理体制の整備 
（１）（追加）災害時の廃棄物処理についての組織体制、

関係機関等との連絡体制、市民への広報の方法発生量の
予測、仮置場の想定と配置計画、ごみ、し尿の収集、処
理方法等について具体的に示した災害廃棄物処理計画を
策定する。  

 
 
 
（２）（略）  
３～４（略）  

（追加）災害廃棄物処理計画をの策定や、必要に応じて
見直しを行い、計画の実効行性の向上に努める。また、
一般廃棄物処理施設の浸水対策、協力体制の整備等に努
める。 

２ 災害廃棄物処理体制の整備 
（１）  災害廃棄物処理に関する研修、訓練を実施するとと

もに、災害時の廃棄物処理についての組織体制、関係
機関等との連絡体制、市民への広報の方法発生量の予
測、仮置場の想定と配置計画、ごみ、し尿の収集、処
理方法等について具体的に示した災害廃棄物処理計画
を策定し、必要に応じて見直しを実施することで、計
画の実効性の向上に努める。する。  

 
（２）（略）  
３～４（略）  

計画にあわ
せた修正 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 

第１５節 火災予防計画 第１５節 火災予防計画  

(略) 
１～３（略） 
４ 火災の拡大防止体制の強化 
（略） 
（１）消防体制の強化 
  ア 常備消防組織等の現状 

消防本部の令和７（２０２５）年４月１日現在での
状況は次のとおりである。 

 
本部

（署） 
西分署 

高柳分

遣所 

西山分

遣所 

出雲崎

分遣所 
計 

職員数 ９５ ２２ １２ １６ １２ 

１

５

７ 

消防ポンプ

自動車 
３ ２ １ １ １ ８ 

はしご自動

車 
１ １ ― ― ― ２ 

化学消防車 １ － ― １ ― ２ 

(略) 
１～３（略） 
４ 火災の拡大防止体制の強化 
（略） 
（１）消防体制の強化 
  ア 常備消防組織等の現状 

消防本部の令和８（２０２６）年４月１日現在での
状況は次のとおりである。 

 
本部

（署） 
西分署 

高柳分

遣所 

西山分

遣所 

出雲崎

分遣所 
計 

職員数 ９４ ２３ １２ １６ １２ 

１

５

７ 

消防ポンプ

自動車 
３ ２ １ １ １ ８ 

はしご自動

車 
１ １ ― ― ― ２ 

化学消防車 １ １ ― １ ― ３ 

 
 
 
 
 
時点修正 
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改正前 改正後 修正理由 

救急自動車 ２ １ １ １ １ ６ 

救助工作車 １ ― ― ― ― １ 

指揮車 １ ― ― ― ― １ 

特
殊
車
等 

小型動

力ポン

プ付水

槽車 

１ ― ― ― ― １ 

資機材

搬送車 
２ ― ― ― ― ２ 

人員搬

送車 
１ ― ― ― ― １ 

広報車 １ ― ― ― ― １ 

火災原

因調査

車 

１ ― ― ― ― １ 

指揮支

援車 
１ ― ― ― ― １ 

その他の車

両 
３ ― ― ― ― ３ 

 （２）（略） 
（３）消防水利の確保 
 ア～イ（略） 
 ウ 防火水槽の整備状況 
   市内防火水槽の令和７（２０２５）年４月１日現在

での状況は次のとおりである。 

防火水槽の規模 設  置 数 

１００㎥以上 
６０㎥以上  １００㎥未満 
４０㎥以上    ６０㎥未満 
２０㎥以上    ４０㎥未満 

１３基 
８基 

１３２基 
２２１基 

救急自動車 ２ １ １ １ １ ６ 

救助工作車 １ ― ― ― ― １ 

指揮車 １ ― ― ― ― １ 

特
殊
車
等 

小型動

力ポン

プ付水

槽車 

１ ― ― ― ― １ 

資機材

搬送車 
２ ― ― ― ― ２ 

人員搬

送車 
１ ― ― ― ― １ 

広報車 １ ― ― ― ― １ 

火災原

因調査

車 

１ ― ― ― ― １ 

指揮支

援車 
１ ― ― ― ― １ 

その他の車

両 
３ ― ― ― ― ３ 

 （２）（略） 
（３）消防水利の確保 

ア～イ（略） 
 ウ 防火水槽の整備状況 
   市内防火水槽の令和８（２０２６）年４月１日現在

での状況は次のとおりである。 

防火水槽の規模 設  置 数 

１００㎥以上 
６０㎥以上  １００㎥未満 
４０㎥以上    ６０㎥未満 
２０㎥以上    ４０㎥未満 

１３基 
８基 

１３３基 
２２０基 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
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改正前 改正後 修正理由 

合      計 ３７４基 

 
（４）消防団の体制強化 
  ア 消防団の現状 

消防団の令和７（２０２５）年４月１日現在での
状況は次のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
５～８（略） 

合      計 ３７４基 

 
（４）消防団の体制強化 
  ア 消防団の現状 

消防団の令和８（２０２６）年４月１日現在での
状況は次のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
５～８（略） 

 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１６節 鉄道施設災害予防計画  第１６節 鉄道施設災害予防計画   

（略）  （略）   

第１７節 救急・救助活動体制整備計画  第１７節 救急・救助活動体制整備計画   

（略） 
１ 救急・救助活動 
 （略） 
（１）（略） 
（２）消防本部の対策 
  ア 救急・救助体制の整備 

（ア）救急隊員、救急隊員の現状 
救急隊員、救助隊員の令和７（２０２５）年４

月１日の現状は次のとおりである。 

 

救急隊設置状況 
救助隊設置状

況 

専 任 兼 任 専 任 

隊 
数 

隊員
数 

隊 
数 

隊員
数 

隊 
数 

隊員
数 

（略） 
１ 救急・救助活動 
 （略） 
（１）（略） 
（２）消防本部の対策 
  ア 救急・救助体制の整備 

（ア）救急隊員、救急隊員の現状 
救急隊員、救助隊員の令和８（２０２６）年４

月１日の現状は次のとおりである。 

 

救急隊設置状況 
救助隊設置状

況 

専 任 兼 任 専 任 

隊 
数 

隊員
数 

隊 
数 

隊員
数 

隊 
数 

隊員
数 

 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
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改正前 改正後 修正理由 

１ 
１
４ 

４ 
９
４ 

１ 
１
２ 

 
 
  （イ）（略） 
  イ～ケ（略） 
 （３）～（４）（略） 
２～６（略） 

１ 
１
４ 

４ 
１
０
６ 

１ 
１
２ 

 
  （イ）（略） 
  イ～ケ（略） 
（３）～（４）（略） 
２～６（略）  

 
 

第１８節 医療救護体制整備計画  第１８節 医療救護体制整備計画   

（略） 
１ 各主体の役割 
（１）県の役割 
  ア～コ（略） 
 （追加） 
 
 
 
 
（２）～（３）（略）  
２～４（略）  

（略） 
１ 各主体の役割 
（１）県の役割 
  ア～コ（略） 
  サ 県は、災害対策本部（医療活動支援班）等におい

て医療救護活動の助言等を行う災害医療アドバイ
ザー、災害時小児周産期リエゾン、災害薬事コー
ディネーター及び災害時透析リエゾンの整備を行
う。 

（２）～（３）（略）  
２～４（略） 

 
 
 
 
県地域防災
計画にあわ
せた修正 

第１９節 避難体制整備計画  第１９節 避難体制整備計画   

 風水害による人的被害を最小限に抑えるため、適切な事
前避難並び避難の途中及び避難先での安全確保を主眼と
し、市、県、防災関係機関及び市民は、各自の責任で災害
に備えることとする。また、大規模災害を想定した他県・
他市町村への広域避難を考慮し、各主体における情報伝達
体制の整備や、避難施設・車両等の確保等に努めるものと
する。 

県は、避難に関する知識の普及・啓発、危険度情報の提
供をはじめとする避難情報の発令に必要となる情報提
供、避難所・避難場所となる県施設の提供、協定締結を
はじめとする避難に要する施設及び関係機関との情報交
換体制の整備などに努めるものとする。 

市は、危険が差し迫った状態になる前に市民等が避難で
きるよう、危険情報の事前周知、マニュアル化を含む避
難の判断・情報伝達・避難誘導体制の整備を図るととも

 風水害による人的被害を最小限に抑えるため、適切な事
前避難並び避難の途中及び避難先での安全確保を主眼と
し、市、県、防災関係機関及び市民は、各自の責任で災害
に備えることとする。また、大規模災害を想定した他県・
他市町村への広域避難を考慮し、各主体における情報伝達
体制の整備や、避難施設・車両等の確保等に努めるものと
する。 

県は、避難に関する知識の普及・啓発、危険度情報の提
供をはじめとする避難情報の発令に必要となる情報提
供、避難所・避難場所となる県施設の提供、協定締結を
はじめとする避難に要する施設及び関係機関との情報交
換体制の整備などに努めるものとする。 

市は、危険が差し迫った状態になる前に市民等が避難で
きるよう、危険情報の事前周知、マニュアル化を含む避
難の判断・情報伝達・避難誘導体制の整備を図るととも

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 18 - 

改正前 改正後 修正理由 

に、安全な避難場所の指定と周知及び即応体制の整備
（追加）などを行うものとする。また、円滑な避難所運
営のため、主に市職員を対象とした「自然災害時におけ
る職員対応マニュアル」を整備するとともに、自主防災
組織を対象とした「避難所運営マニュアル」を整備し、
避難所の開設及び運営を行う。 

 
 

１  避難場所、避難所の指定及び避難経路の安全確保 
（略） 

（１）（略） 
（２）指定避難所の指定 

ア～ス（略） 
セ （追加）在宅避難者等が発生する場合や、避難所

のみで避難者等を受け入れることが困難となる場合に
備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、在宅避難者
等が利用しやすい場所に在宅避難者等の支援のための
拠点を設置すること等、在宅避難者等の支援方策を検
討するよう努める。 

  ソ～タ（略） 
  （追加） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）（略） 
２ 避難場所、避難所の事前周知 
（略） 
ア（略） 
イ（略） 
ウ（略） 
エ（略） 
オ（略） 
カ（略） 
３～９（略） 

に、安全な避難場所の指定と周知及び即応体制の整備、
避難行動要支援者の個別避難計画の策定などを行うもの
とする。また、円滑な避難所運営のため、主に市職員を
対象とした「自然災害時における職員対応マニュアル」
を整備するとともに、自主防災組織を対象とした「避難
所運営マニュアル」を整備し、避難所の開設及び運営を
行う。 

 
１  避難場所、避難所の指定及び避難経路の安全確保 

（略） 
（１）（略） 
（２）指定避難所の指定 

ア～ス（略） 
セ 指定避難場所だけでなく、協定・届出避難所とし

て位置付けられた避難所についても、あらかじめ情報
を把握するとともに、在宅避難者等が発生する場合
や、避難所のみで避難者等を受け入れることが困難と
なる場合に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、
在宅避難者等が利用しやすい場所に在宅避難者等の支
援のための拠点を設置すること等、在宅避難者等の支
援方策を検討するよう努める。 

  ソ～タ（略） 
  チ 地域住民や企業が所有する井戸や湧水を災害用井

戸・湧水として活用するための登録制度や、防災拠点
施設・指定避難所等における公共井戸の整備等によ
り、代替水源の確保に努める。 

ツ 避難生活支援リーダー／サポーター等の避難所運
営・避難生活支援に取り組む地域のボランティア人材
の育成・確保に努める。 

（３）（略） 
２ 避難場所、避難所の事前周知 
（略） 
（１）（略） 
（２）（略） 
（３）（略） 
（４）（略） 
（５）（略） 
（６）（略） 
３～９（略） 

 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
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改正前 改正後 修正理由 

第２０節 文教施設等災害予防計画 第２０節 文教施設等災害予防計画  

（略）  （略）  

第２１節 文化財災害予防計画 第２１節 文化財災害予防計画  

（略） （略）  

第２２節 要配慮者の安全確保計画  第２２節 要配慮者の安全確保計画   

災害時に必要な情報の把握が困難、又は自らの行動等制
約のある高齢者、障害者、難病患者、施設入所者、外国
人、妊婦及び乳幼児等の要配慮者の安全の確保には、近
隣住民をはじめとした地域社会で要配慮者を支援する体
制づくりが必要である。自主防災組織、町内会、民生委
員・児童委員及び消防団（以下「避難支援等関係者」と
いう。）は、市、県及び要配慮者利用施設と協力して災
害時における要配慮者の安全の確保を図るものとする。
（追加） 

 
 

 
１  要配慮者に対する対策 
（１）～（２）（略） 

（３）要配慮者支援体制の整備、促進 

（略） 
ア（略） 
イ 要配慮者避難支援計画の整備・促進 

要配慮者の支援対策として、要配慮者支援に関する
「要配慮者避難支援全体計画」（以下「全体計画」とい
う。）と、避難行動要配慮者一人ひとりに対する避難支
援実施者、避難先、避難方法等を記載した個別避難計画
で構成するものとし、次の点に留意し整備・促進を図り
避難支援等関係者と情報共有するものとする。 
被災者支援業務の迅速化・効率化のため、避難行動要 
支援者名簿及び個別避難計画の作成等にデジタル技術 
を活用するよう積極的に検討するものとする。  

（追加） 
 

 

災害時に必要な情報の把握が困難、又は自らの行動等制
約のある高齢者、障害者、難病患者、施設入所者、外国
人、妊婦及び乳幼児等の要配慮者の安全の確保には、近
隣住民をはじめとした地域社会で要配慮者を支援する体
制づくりが必要である。自主防災組織、町内会、民生委
員・児童委員及び消防団（以下「避難支援等関係者」と
いう。）は、市、県及び要配慮者利用施設と協力して災
害時における要配慮者の安全の確保を図るものとする。
また、避難行動要支援者及び同居家族等は、自らできる
ことについては、事前に準備し、災害時の対応に備え
る。なお、援助が必要なことについて、市や地域住民等
に対して情報発信に努める。 

１  要配慮者に対する対策 
（１）～（２）（略） 

（３）要配慮者支援体制の整備、促進 

（略） 
ア（略） 
イ 要配慮者避難支援計画の整備・促進 

要配慮者の支援対策として、要配慮者支援に関する
「要配慮者避難支援全体計画」（以下「全体計画」とい
う。）と、避難行動要配慮者一人ひとりに対する避難支
援実施者、避難先、避難方法等を記載した個別避難計画
で構成するものとし、次の点に留意し整備・促進を図り
避難支援等関係者と情報共有するものとする。 
被災者支援業務の迅速化・効率化のため、避難行動要 
支援者名簿及び個別避難計画の作成等にデジタル技術 
を活用するよう積極的に検討するものとする。 

さらに、個別避難計画の作成を促進するため、避難行 
動要支援者や避難支援等に携わる関係者に対し、制度の
周知・啓発に努めるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
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改正前 改正後 修正理由 

（ア）～（エ）（略） 
（４）～（７）（略） 
２（略） 

（ア）～（エ）（略） 
（４）～（７）（略） 
２（略） 

た修正 

第２３節 ボランティア活動計画  第２３節 ボランティア活動計画   

（略）  （略）   

第２４節 食料品・生活必需品等の確保計画 第２４節 食料品・生活必需品等の確保計画  

災害時においては、自宅が倒壊しあるいは交通網のマヒ
等により、市民及び一時的滞在者が食料品や生活必需品等
を調達できなくなることが予想される。 

このため、備蓄に当たっては、自助・共助・公助の考え
方に基づき、県は、全県的な備蓄の調整を行い、中越大震
災の規模に対応できる備蓄量を確保し、災害時には被災地
への支援の指示を、県内市町村へ出すものとしている。ま
た、災害発生時に円滑な物資輸送を行うため、屋内でフォ
ークリフトの使用や大型車の乗り入れができる物資拠点を
選定する。 

市は、中越沖地震での避難者数及び県が示した人口規模
を基に、保健衛生班管理栄養士等と連携して、高齢者、乳
幼児、腎臓病等慢性疾患者など、特別な配慮が必要な食料
品を含めて、適切な品目及び数量の備蓄を必要最小限行
い、年齢、性差、障害等に対応できる体制を整え、災害時
に速やかに食料品、生活必需品等を供給する。また、必要
最小限の備蓄以外は、民間企業の保有する流通在庫を活用
する。 

県及び市は、民間事業者に委託可能な業務（物資の保
管、荷捌き及び輸送）については、あらかじめ、民間事業
者との間で協定を締結し、輸送拠点として活用可能な民間
事業者の管理する施設を確保しておくなど協力体制を構築
し、民間事業者のノウハウや能力等を活用するものとす
る。また、災害時に物資の輸送拠点から指定避難所等まで
の輸送手段を含めた体制が速やかに確保できるよう、あら
かじめ、適切な物資の輸送拠点を選定しておくよう努める
ものとする。 

県及び市は、新物資システム（追加）を活用し、備蓄物
資や物資の輸送拠点の登録に努めるとともに、あらかじ
め、登録されている物資の輸送拠点を速やかに開設できる

災害時においては、自宅が倒壊しあるいは交通網のマヒ
等により、市民及び一時的滞在者が食料品や生活必需品等
を調達できなくなることが予想される。 

このため、備蓄に当たっては、自助・共助・公助の考え
方に基づき、県は、全県的な備蓄の調整を行い、中越大震
災の規模に対応できる備蓄量を確保し、災害時には被災地
への支援の指示を、県内市町村へ出すものとしている。ま
た、災害発生時に円滑な物資輸送を行うため、屋内でフォ
ークリフトの使用や大型車の乗り入れができる物資拠点を
選定する。 

市は、中越沖地震での避難者数及び県が示した人口規模
を基に、保健衛生班管理栄養士等と連携して、高齢者、乳
幼児、腎臓病等慢性疾患者など、特別な配慮が必要な食料
品を含めて、適切な品目及び数量の備蓄を必要最小限行
い、年齢、性差、障害等に対応できる体制を整え、災害時
に速やかに食料品、生活必需品等を供給する。また、必要
最小限の備蓄以外は、民間企業の保有する流通在庫を活用
する。 

県及び市は、民間事業者に委託可能な業務（物資の保
管、荷捌き及び輸送）については、あらかじめ、民間事業
者との間で協定を締結し、輸送拠点として活用可能な民間
事業者の管理する施設を確保しておくなど協力体制を構築
し、民間事業者のノウハウや能力等を活用するものとす
る。また、災害時に物資の輸送拠点から指定避難所等まで
の輸送手段を含めた体制が速やかに確保できるよう、あら
かじめ、適切な物資の輸送拠点を選定しておくよう努める
ものとする。 

県及び市は、新物資システム（B-PLo）を活用し、施設
（備蓄倉庫・物資拠点・避難所）ごとの備蓄物資の品目・
数量や施設概要等の情報を定期的に更新するなど、最新の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
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改正前 改正後 修正理由 

よう、（追加）物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手
続を関係者間で共有するなど、備蓄物資の提供を含め、速
やかな物資支援のための準備に努めるものとする。また、
平時から訓練等を通じて、物資の備蓄状況や運送手段の確
認を行うとともに、災害協定を締結した民間事業者等の発
災時の連絡先、要請手続き等の確認を行うよう努めるもの
とする。 

県及び市は、交通の途絶等により地域が孤立した場合に
おいても、食料・飲料水・医薬品等の救援物資の緊急輸送
が可能となるよう、UAV等の輸送手段の確保に努めるものと
する。（追加） 

 
 
１ 各主体の役割 
（１）～（２）（略） 
（３）県の役割 

ア 物資等の備蓄 
（追加）市町村が供給又は緊急調達が困難な事態に

備え、上・中・下越及び佐渡の備蓄拠点に水、食料、
生活必需品、毛布、携帯トイレ、簡易トイレ等応急対
策に必要な物資・資機材を備蓄する。 

 
 

イ～キ（略） 
（４）（略） 
（５）市の役割 

ア 物資等の備蓄 
（ア）市・県の備蓄分担割合に基づき水、食料、生活

必需品、毛布、携帯トイレ、簡易トイレ等応急対策
に必要な物資、資機材を備蓄する。  

（イ）発電機等、市民が日常生活では通常使用しない
ため備蓄しにくい品目は、市での公的備蓄に努め
る。 

 
 
 
 
（ウ）備蓄物資は、極力避難所予定施設等にあらかじ

状況の把握に努めるとともに、備蓄物資や物資の輸送拠点
の登録に努めるとともに、あらかじめ、登録されている物
資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、あらかじめ、物
資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共
有するなど、備蓄物資の提供を含め、速やかな物資支援の
ための準備に努めるものとする。また、平時から訓練等を
通じて、物資の備蓄状況や運送手段の確認を行うととも
に、災害協定を締結した民間事業者等の発災時の連絡先、
要請手続き等の確認を行うよう努めるものとする。 

県及び市は、交通の途絶等により地域が孤立した場合に
おいても、食料・飲料水・医薬品等の救援物資の緊急輸送
が可能となるよう、UAV等の輸送手段の確保に努めるものと
する。また、備蓄の状況について、年に一回、広く公表す
るものとする。 
１ 各主体の役割 
（１）～（２）（略） 
（３）県の役割 

ア 物資等の備蓄 
大規模な災害が発生した場合には、物資の調達や輸

送が平時のようには実施できないという認識に立ち、
市町村が供給又は緊急調達が困難な事態に備え、上・
中・下越及び佐渡の備蓄拠点に水、食料、生活必需
品、毛布、携帯トイレ、簡易トイレ等応急対策に必要
な物資・資機材を備蓄する。 

イ～キ（略） 
（４）（略） 
（５）市の役割 

ア 物資等の備蓄 
（ア）市・県の備蓄分担割合に基づき水、食料、（削

除）毛布、携帯トイレ、簡易トイレ等応急対策に必
要な物資、資機材を備蓄する。  

（イ）（削除）温かい食事を提供するための炊き出し
用具やキッチン資機材、安眠確保のための段ボール
ベッド・エアベッド等の簡易ベッド、プライバシー
確保のためのパーテーション、衛生促進のための入
浴設備、洗濯設備、安全確保のためのブルーシー
ト、土のう袋等の品目は、市民が日常生活では通常
使用しないため、市での公的備蓄に努める。 

（ウ）備蓄物資は、極力避難所予定施設等にあらかじ

た修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県地域防災
計画にあわ
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改正前 改正後 修正理由 

め配備し、災害時に避難者が直ちに取り出して使
用・配布できるようにする。 

（追加） 
 
 
 
 
 
 

  イ～オ（略）  
２～６（略） 

め配備し、災害時に避難者が直ちに取り出して使
用・配布できるように努めるする。これが困難な場
合は、その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、
速やかな供給体制を整備する。 

（エ）避難生活に必要な物資の備蓄については、想定
し得る最大規模の災害における想定避難者数と、そ
れに対して必要となる備蓄量（最低３日間、推奨１
週間）を推計し、推計した必要備蓄量の確保を目指
すよう努める。 

イ～オ（略） 
２～６（略） 

第２５節 事業所等の事業継続  第２５節 事業所等の事業継続   

（略）   (略)  

第２６節 行政機関等の業務継続  第２６節 行政機関等の業務継続   

（略）  (略)  
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第１編 風水害等共通対策 第３章 災害応急対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 災害対策本部の組織・運営対策 第１節 災害対策本部の組織・運営対策  

１ 災害対策本部の設置 
市内に大規模な風水害等が発生し、又は発生するおそれのある場合は、

災害対策基本法第２３条の規定により市長は災害対策本部を設置し、災害
の応急対策業務の迅速かつ的確な推進を図る。 

災害に対処する当面の災害応急対策責任者又は関係機関が災害対策を総
合的に実施し、併せて他機関との連絡調整に当たるため、それぞれの災害
対策本部を設置したときは、これを柏崎市防災会議会長に通知する。 

なお、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、災害対策本部
を設置するまでに至らない場合の災害応急対策の実施は、災害対策本部が
設置された場合に準じて行う。 
（追加） 

 
２～５ (略) 

１ 災害対策本部の設置 
市内に大規模な風水害等が発生し、又は発生するおそれのある場合は、

災害対策基本法第２３条の規定により市長は災害対策本部を設置し、災害
の応急対策業務の迅速かつ的確な推進を図る。 

災害に対処する当面の災害応急対策責任者又は関係機関が災害対策を総
合的に実施し、併せて他機関との連絡調整に当たるため、それぞれの災害
対策本部を設置したときは、これを柏崎市防災会議会長に通知する。 

なお、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、災害対策本部
を設置するまでに至らない場合の災害応急対策の実施は、災害対策本部が
設置された場合に準じて行う。 
災害応急対策の活動に当たっては、従事する職員の健康管理等を徹底す

るものとする。 
２～５ (略) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県地域防災計画
にあわせた修正 

第２節 職員の配備・招集対策 第２節 職員の配備・招集対策  

（略） 
１～４ （略） 
５ 配備人員 
配備人員の基準は、次の表のとおりとする。 
（表内一部抜粋） 
配備指令：２次配備 
登頂基準：子ども未来部 
     部長 子育て支援課長及び課員の１/２の職員 その他の課等

は係長以上の職員 
 
６～７ （略） 

（略） 
１～４ （略） 
５ 配備人員 
配備人員の基準は、次の表のとおりとする。 
（表内一部抜粋） 
配備指令：２次配備 
登頂基準：子ども未来部 
     部長 子育て支援課は課長及び課員の１/２の職員 保育課は

課長及び課長が指名する職員長及び課員の１/２の職員 その他
の課等は係長以上の職員 

６～７ （略） 

 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
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改正前 改正後 修正理由 

第３節 防災関係機関の相互協力体制 
(略) 
１ 各主体の責務 
（１） 市の責務 
  ア～ウ（略） 
  エ 災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の

地方公共団体からの物資の提供、人員の派遣、（追加）廃棄物処理
等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施できるよう、相互
応援協定の締結に努める。また、市町村間の災害時相互応援協定の
締結の促進等を通じて体制整備に努める。なお、相互応援協定の締
結に当たっては、大規模災害等による同時被災を避ける観点から、
遠方に所在する地方公共団体との間の協定締結も考慮する。 

  オ～キ（略） 
  （追加） 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）県の責務 
  ア～ウ（略） 
  エ 災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、近隣

県をはじめ、他の地方公共団体からの物資の提供、人員の派遣、
（追加）廃棄物処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実
施できるよう、相互応援協定の締結に努め、相互応援体制の強化を
図る。 

   オ～セ（略） 
   （追加） 
 
 
 
 
 
 
（３）その他の防災関係機関の責務 
   ア～キ（略） 

第３節 防災関係機関の相互協力体制 
(略) 
１ 各主体の責務 
（１） 市の責務 
  ア～ウ（略） 
  エ 災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の

地方公共団体からの物資の提供、人員の派遣、災害廃棄物処理等、
相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援
協定の締結に努める。また、市町村間の災害時相互応援協定の締結
の促進等を通じて体制整備に努める。なお、相互応援協定の締結に
当たっては、大規模災害等による同時被災を避ける観点から、遠方
に所在する地方公共団体との間の協定締結も考慮する。 

  オ～キ（略） 
  ク 必要に応じ、関係行政機関、関係地方公共団体、関係公共機関、

登録被災者援護協力団体等に対し、資料・情報の提供等の協力を求
める。 

 ケ 応急措置が的確かつ円滑に行われるようにするため、必要がある
と認めるときは、県に対し、指定行政機関又は関係指定地方行政機関
に対する応急措置の実施の要請をするよう求める。また、この要求が
できない場合には、その旨及び当該市町村の地域における災害の状況
を指定行政機関又は指定地方行政機関に通知する。 

 
（２）県の責務 
  ア～ウ（略） 
  エ 災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、近隣

県をはじめ、他の地方公共団体からの物資の提供、人員の派遣、災
害廃棄物処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施でき
るよう、相互応援協定の締結に努め、相互応援体制の強化を図る。 

   オ～セ（略） 
 ソ 必要に応じ、関係行政機関、関係地方公共団体、関係公共機関、

登録被災者援護協力団体等に対し、資料・情報の提供等の協力を求
める。 

タ 県は市町村に対して協定を締結すべき相手方などについて、適切
に助言するよう努める。 

チ 県は市町村の受援計画の作成や実効性の確保に向けて、適切な助
言を行うなどの支援に努める。 

 
（３）その他の防災関係機関の責務 
   ア～キ（略） 

 
 
 
 
 
 
文言の追加 
 
 
 
 
 
 
防災基本計画に
あわせた修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
文言の追加 
 
 
 
防災基本計画に
あわせた修正 
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   （追加） 
 
 
 
 
（４）（略） 
２～３（略） 

 ク 指定行政機関又は関係指定地方行政機関は、県が災害応急対策を
適切かつ迅速に実施することが困難であると認める場合において
は、その実態に照らし緊急を要し、県からの応援の要求を待ついと
まがないと認められるときは、当該要求を待たないで、応援をする
ことができる。 

（４）（略） 
（４）（略） 
２～３（略） 

防災基本計画に
あわせた修正 

第４節 防災通信施設応急対策 第４節 防災通信施設応急対策  

 (略) （略）  

第５節 気象予警報等伝達対策 第５節 気象予警報等伝達対策  

（略） （略）  

第６節 被災状況等収集伝達対策 第６節 被災状況等収集伝達対策  

（略） （略）  

第７節 広報対策 第７節 広報対策  

 (略) 
１～４（略） 
５ 報道機関への発表 

報道機関に対しては、庁舎内に設ける臨時記者会見室において、副本部
長が災害に関する情報等を発表する。 

＜市内各新聞社の連絡先＞ 

種 

別 
会 社 名 所 在 地 

電  話 
ＦＡＸ 

新聞

社 

朝日新聞柏

崎支局 

読売新聞柏

崎通信部 

新潟日報社

柏崎総局 

柏崎日報社 

南光町３－１０ 

半田二丁目５－１０－２０１ 

四谷二丁目１－３８ 

西本町一丁目６－１ 

22-2665 

22-2644 

23-4177 

22-3121 

24-6032 

22-3424 

23-4199 

22-7150 

(略) 
１～４（略） 
５ 報道機関への発表 

報道機関に対しては、庁舎内に設ける臨時記者会見室において、副本部
長が災害に関する情報等を発表する。 

＜市内各新聞社の連絡先＞ 

種 

別 
会 社 名 所 在 地 

電  話 
ＦＡＸ 

新聞

社 

朝日新聞柏

崎支局 

読売新聞柏

崎通信部 

新潟日報社

柏崎総局 

柏崎日報社 

南光町３－１０ 

半田二丁目５－１０－２０１ 

錦町１－１５ 

西本町一丁目６－１ 

22-2665 

22-2644 

23-4177 

22-3121 

24-6032 

22-3424 

23-4199 

22-7150 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
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６～８（略） ６～８（略） 

第８節 避難及び避難所対策 第８節 避難及び避難所対策  

 (略) 

１～９ (略)  

10 避難所の開設及び管理 
（１）避難所の開設 

避難所は、優先して開設する避難所として小・中学校、コミュニティ
センター等の公共施設を使用するが、災害及び地域の状況により集会所
等を避難所に充てる。この場合において、夜間、休日に急を要する場
合、優先して開設する避難所の開錠は、別に定める「自然災害発生時に
おける職員応急対策マニュアル」により、あらかじめ指定されている鍵
保管職員又は施設管理者が行う。ただし、前者より早く到着した自主防
災組織担当者が開設することがある。その他の避難所の開錠は、開設連
絡担当課が開設指示を施設管理者へ伝え、連絡を受けた施設管理者が行
う。（避難所は資料編４－１「避難所及び避難場所 別表１」参照。）
また、優先して開設する避難所の鍵保管職員及び施設管理者等は、施設
の被害状況を確認し避難所機能が確保できると判断した場合は、地区コ
ミュニティ協議会、町内会、自主防災組織等と連携を図り避難所の運営
体制を整える。運営体制の構築に当たっては、女性、妊産婦、乳幼児、
高齢者、障害者、外国人等の多様な視点を取り入れた体制構築を推進す
る。また、配置人員の役割分担を明確にする。 
また、指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、予め指定

した施設以外の施設についても、国や独立行政法人等が所有する研修施
設、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設する
とともに、特定の指定避難所に避難者が集中し、収容人数を超えること
を防ぐため、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用し
て避難所の混雑状況を周知する等、避難の円滑化に努める。 
市民生活部救助班は、福祉保健部福祉班・要配慮者支援班、文教部社

会教育班・学校教育班・体育施設班の協力を得て、地区コミュニティ協
議会、町内会、自主防災組織等と連携を図りながら避難場所へ避難した
被災者のうち、必要とする者に対して避難所を開設し、施設管理者、地
区コミュニティ協議会、町内会、自主防災組織等と連携を図り運営に当
たる。 
特に、小・中学校及びコミュニティセンターが避難所となった場合、

避難所運営については、教職員及びコミュニティ組織の協力を得るもの
とするが、教育活動及びコミュニティ活動に支障とならないよう十分留
意する。また、要配慮者の特性に配慮し、「柏崎市要配慮者避難支援全

 (略) 

１～９ (略)  

10 避難所の開設及び管理 
（１）避難所の開設 

避難所は、優先して開設する避難所として小・中学校、コミュニティ
センター等の公共施設を使用するが、災害及び地域の状況により集会所
等を避難所に充てる。この場合において、夜間、休日に急を要する場
合、優先して開設する避難所の開錠は、別に定める「自然災害発生時に
おける職員応急対策マニュアル」により、あらかじめ指定されている鍵
保管職員又は施設管理者が行う。ただし、前者より早く到着した自主防
災組織担当者が開設することがある。その他の避難所の開錠は、開設連
絡担当課が開設指示を施設管理者へ伝え、連絡を受けた施設管理者が行
う。（避難所は資料編４－１「避難所及び避難場所 別表１」参照。）
また、優先して開設する避難所の鍵保管職員及び施設管理者等は、施設
の被害状況を確認し避難所機能が確保できると判断した場合は、地区コ
ミュニティ協議会、町内会、自主防災組織等と連携を図り避難所の運営
体制を整える。運営体制の構築に当たっては、女性、妊産婦、乳幼児、
高齢者、障害者、外国人等の多様な視点を取り入れた体制構築を推進す
る。また、配置人員の役割分担を明確にする。 
また、指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、予め指定

した施設以外の施設についても、国や独立行政法人等が所有する研修施
設、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設する
とともに、特定の指定避難所に避難者が集中し、収容人数を超えること
を防ぐため、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用し
て避難所の混雑状況を周知する等、避難の円滑化に努める。 
市民生活部救助班は、福祉保健部福祉班・要配慮者支援班、文教部社

会教育班・学校教育班・体育施設班の協力を得て、地区コミュニティ協
議会、町内会、自主防災組織等と連携を図りながら避難場所へ避難した
被災者のうち、必要とする者に対して避難所を開設し、施設管理者、地
区コミュニティ協議会、町内会、自主防災組織等と連携を図り運営に当
たる。 
特に、小・中学校及びコミュニティセンターが避難所となった場合、

避難所運営については、教職員及びコミュニティ組織の協力を得るもの
とするが、教育活動及びコミュニティ活動に支障とならないよう十分留
意する。また、要配慮者の特性に配慮し、「柏崎市要配慮者避難支援全
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体計画」を踏まえ、「福祉避難所運営マニュアル」に基づき、災害時の
避難誘導に当たることとする。 
なお、避難者の健全な住生活の確保のために、応急仮設住宅の迅速な 

提供、公営住宅や空き家等利用可能な既存住宅のあっせん等により、避
難所の早期解消に努めるものとする。また、避難者による自治組織の結
成を促し、段階的に避難者自身による自主的な運営に移行するよう努め
る。この際、避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材
に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支えることができるよ
う留意すること。 

   （追加） 
 
 
 
（２）（略） 
（３）避難所における主な活動 

  （略） 
  ア～キ（略） 
  ク トイレ、ごみ処理等の衛生の保持（追加） 
  ケ～タ（略） 
  （追加） 
 
 
 
 
 
（４）～（５）（略） 
11 男女共同参画及び性的少数者の視点に立った避難所運営 

避難生活において人権を尊重することは、性別にかかわらず必要不可欠
であり、どのような状況にあっても、一人ひとりの人間の尊厳、安全を守
ることが重要である。 
避難所運営において、男女のニーズの違いに配慮するとともに、その運

営に際して、女性（追加）の参画を推進するものとする。また、特に、男
女別の物干し場、更衣室及び授乳室の設置や生理用品・女性下着の女性に
よる配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配付等による避難場所
における安全性の確保など、男女の人権を尊重して、男女それぞれが良好
な環境で避難生活ができるよう配慮するとともに、夜間の授乳、夜泣き対
応のために、普通教室等の部屋の確保（追加）など（追加）子育て家庭の
ニーズに配慮した避難所運営に努めるものとする。 
また、避難所への職員配置は女性と男性の両方を配置するよう努めるこ

体計画」を踏まえ、「福祉避難所運営マニュアル」に基づき、災害時の
避難誘導に当たることとする。 
なお、避難者の健全な住生活の確保のために、応急仮設住宅の迅速な 

提供、公営住宅や空き家等利用可能な既存住宅のあっせん等により、避
難所の早期解消に努めるものとする。また、避難者による自治組織の結
成を促し、段階的に避難者自身による自主的な運営に移行するよう努め
る。この際、避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材
に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支えることができるよ
う留意すること。 
避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じられる

よう、避難所の開設状況とともに、指定避難所については、当該避難
所に付与された全国共通避難所・避難場所ＩＤを適切に県に報告す
る。なお、県はその情報を国に共有するよう努める。 

（２）（略） 
（３）避難所における主な活動 

  （略） 
  ア～キ（略） 
  ク トイレ、ごみ処理等の衛生の保持及びトイレの設置状況、し尿処理

の状況把握に努める 
  ケ～タ（略） 

チ 炊き出しに利用できる学校給食施設等の場所、調理器具を確保する
ことに努める。 

ツ 国のデータベースを活用し、災害時に活用可能なキッチンカー、ト
イレカー、トレーラーハウス等について、被災地のニーズに応じ、迅
速に提供するように努める。 

（４）～（５）（略） 
11 男女共同参画及び性的少数者の視点に立った避難所運営 

避難生活において人権を尊重することは、性別にかかわらず必要不可欠
であり、どのような状況にあっても、一人ひとりの人間の尊厳、安全を守
ることが重要である。 
避難所運営において、男女のニーズの違いに配慮するとともに、その運

営に際して、女性や子育て家庭の参画し、こども・若者の居場所の確保
等、男女のニーズの違いに関する意見が反映できるようを推進するものと
する。また、特に、男女別の物干し場、更衣室及び授乳室の設置や生理用
品・女性下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの
配付等による避難場所における安全性の確保など、男女の人権を尊重し
て、男女それぞれが良好な環境で避難生活ができるよう配慮するととも
に、夜間の授乳、夜泣き対応のために、普通教室等の部屋の確保やキッズ
スペース・学習スペースの設置など女性や子育て家庭のニーズに配慮した

 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計画に
あわせた修正 
 
 
 
 
 
 
文言の追加 
 
 
防災基本計画に
あわせた修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計画に
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防災基本計画に
あわせた修正 
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ととし、運営組織として多様な意見が反映できるよう配慮を求める。 
避難所における女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止する

ため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣
室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明を
増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載する
など、女性や子供等の安全に配慮するよう努める。また、警察、病院、女
性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努め
る。 
身体障害者はもとより、性的少数者が安心して利用できるよう、多目的

トイレを設置や、入浴施設への送迎、個室の浴室の設置などに努める。 
 
 

12～13（略） 
14 広域避難への対応 
（１）～（３）（略） 
（４）避難元自治体と避難先自治体間の情報共有 
   市及び県は、居住地以外に避難する被災者の情報について、避難元と

避難先の都道府県及び市町村により情報共有に努める。 
 
 
15～17（略） 
18 避難所での感染症予防対策 

県及び市は、被災地において感染症等（指定感染症及び新感染症を含 
む）の発生、拡大がみられる場合は、防災担当部局と保健福祉担当部局が
連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。また、自宅
療養者等が指定避難所に避難する可能性を考慮し、保健福祉担当部局は、
防災担当部局に対し、避難所の運営に必要な情報を共有する。また、衛生
環境を維持するため、必要に応じ、災害時感染制御支援チーム（DICT）等
の派遣を迅速に要請する。 
市は、指定避難所における感染症等（指定感染症及び新感染症を含む）

対策のため、避難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペース
の確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措置や福祉的な措置を講じる
よう努める。 
避難者１人当たり３．５㎡のスペースを目安として、家族単位で区画を

確保し、感染症対策やプライバシー保護の観点から、避難所開設当初か
ら、（追加）パーティション、段ボールベット等の設置するように努め
る。また、避難所内には通路を設置し、パーティションが設置できない場
合は、避難者の区画間をできるだけ２ｍ（最低１ｍ）空けることを意識す
るよう努める。 

避難所運営に努めるものとする。 
また、避難所への職員配置は女性と男性の両方を配置するよう努めるこ

ととし、運営組織として多様な意見が反映できるよう配慮を求める。 
避難所における女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止する

ため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣
室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明を
増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載する
など、女性や子供等の安全に配慮するよう努める。また、警察、病院、女
性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努め
る。 
身体障害者はもとより、性的少数者が安心して利用できるよう、多目的

トイレを設置や、入浴施設への送迎、個室の浴室の設置などに努める。 
12～13（略） 
14 広域避難への対応 
（１）～（３）（略） 
（４）避難元自治体と避難先自治体間の情報共有 
   市及び県は、居住地以外に避難する被災者の情報について、避難元と
避難先の都道府県及び市町村により情報共有を確実に行うものとする。ま
た、避難先の市町村は、受け入れた被災住民に対し、必要な支援情報を提供
するものとするに努める。 
15～17（略） 
18 避難所での感染症予防対策 

県及び市は、被災地において感染症等（指定感染症及び新感染症を含 
む）の発生、拡大がみられる場合は、防災担当部局と保健福祉担当部局が
連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。また、自宅
療養者等が（削除）避難所に避難する可能性を考慮し、保健福祉担当部局
は、防災担当部局に対し、避難所の運営に必要な情報を共有する。また、
衛生環境を維持するため、必要に応じ、災害時感染制御支援チーム
（DICT）等の派遣を迅速に要請する。 
市は、（削除）避難所における感染症等（指定感染症及び新感染症を含

む）対策のため、避難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペ
ースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措置や福祉的な措置を講
じるよう努める。 
避難者１人当たり３．５㎡のスペースを目安として、家族単位で区画を

確保し、感染症対策やプライバシー保護の観点から、避難所開設当初か
ら、プライバシー確保のためのパーティション、段ボールベット等の設置
するように努める。また、避難所内には通路を設置し、パーティションが
設置できない場合は、避難者の区画間をできるだけ２ｍ（最低１ｍ）空け
ることを意識するよう努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計画に
あわせた修正 
 
 
 
 
 
語句修正 
 
 
 
 
語句修正 
 
 
 
 
 
文言の追加 
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19 （略） 19 （略） 

第９節 避難所外避難者の支援対策 第９節 避難所外避難者の支援対策  

（略） （略）  

第１０節 救急・救助活動対策 第１０節 救急・救助活動対策  

 (略)  (略)  

第１１節 水防活動対策 第１１節 水防活動対策  

(略) (略)  

第１２節 自衛隊の災害派遣対策 第１２節 自衛隊の災害派遣対策  

(略) 
１～３（略） 
４自衛隊災害派遣による救援活動の区分及びその概要 
（１） 自衛隊災害派遣による救援活動の区分及びその概要 

救援活動区分 内                    容 

①被害状況の把
握 

車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行
い、被害状況を把握する。 

②避難の援助 避難の命令等が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合
で必要があるときは、避難者の誘導、輸送等を行い、避難を
援助する。 

③遭難者等の捜
索・救助 

行方不明者、負傷者等が発生した場合、通常他の救援活動に
優先して捜索・救助活動を行う。 

④水防活動 堤防、護岸等の決壊に対し、土のうの作成、運搬、積込み等
の水防活動を行う。 

⑤消防活動 火災に対して、利用可能な消防車その他の防火用具（空中消
火が必要な場合は航空機）をもって、消防機関に協力し消火
に当たる。（消化薬剤等は、通常関係機関の提供するものを
使用する。） 

⑥道路又は水路
の啓開 

道路若しくは水路が損壊し、又は障害物等がある場合は、そ
れらの啓開又は除去に当たる。 

⑦応急医療、救 被災者に対し、応急医療、救護及び防疫を行う。（薬剤等

(略) 
１～３（略） 
４自衛隊災害派遣による救援活動の区分及びその概要 
（２） 自衛隊災害派遣による救援活動の区分及びその概要 

救援活動区分 内                    容 

①被害状況の把
握 

車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行
い、被害状況を把握する。 

②避難の援助 避難の命令等が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合
で必要があるときは、避難者の誘導、輸送等を行い、避難を
援助する。 

③遭難者等の捜
索・救助 

行方不明者、負傷者等が発生した場合、通常他の救援活動に
優先して捜索・救助活動を行う。 

④水防活動 堤防、護岸等の決壊に対し、土のうの作成、運搬、積込み等
の水防活動を行う。 

⑤消防活動 火災に対して、利用可能な消防車その他の防火用具（空中消
火が必要な場合は航空機）をもって、消防機関に協力し消火
に当たる。（消化薬剤等は、通常関係機関の提供するものを
使用する。） 

⑥道路又は水路
の啓開 

道路若しくは水路が損壊し、又は障害物等がある場合は、そ
れらの啓開又は除去に当たる。 

⑦応急医療、救 被災者に対し、応急医療、救護及び防疫を行う。（薬剤等
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護及び防疫 は、通常関係機関の提供するものを使用する。） 

⑧人員及び物資
の緊急輸送 

救急患者又は医師その他救援活動に必要な人員及び救援物資
の緊急輸送を実施する。（航空機による輸送は、特に緊急を
要すると認められる場合） 

⑨炊飯及び給水 被災者に対し、炊飯及び給水を実施する。 

⑩救援物資の無
償貸付又は譲
与 

「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲渡等に関する省
令」（昭和３３年総理府令第１号）に基づき、被災者に対し
生活必需品等を無償貸付し、又は救じゅつ品を譲与する。 

⑪危険物の保安
及び除去 

自衛隊の能力上可能なものについて、火薬類、爆発物等危険
物の保安措置及び除去を行う。 

⑫その他 その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なものに
ついて、所要の措置をとる。 

（追加）予防派
遣 

水害、津波被害等を未然に防止するための措置を実施する。 

（２）（略） 
５～１１（略） 

護及び防疫 は、通常関係機関の提供するものを使用する。） 

⑧人員及び物資
の緊急輸送 

救急患者又は医師その他救援活動に必要な人員及び救援物資
の緊急輸送を実施する。（航空機による輸送は、特に緊急を
要すると認められる場合） 

⑨炊飯及び給水 被災者に対し、炊飯及び給水を実施する。 

⑩救援物資の無
償貸付又は譲
与 

「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲渡等に関する省
令」（昭和３３年総理府令第１号）に基づき、被災者に対し
生活必需品等を無償貸付し、又は救じゅつ品を譲与する。 

⑪危険物の保安
及び除去 

自衛隊の能力上可能なものについて、火薬類、爆発物等危険
物の保安措置及び除去を行う。 

⑫その他 その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なものに
ついて、所要の措置をとる。 

⑬予防派遣 水害、津波被害等を未然に防止するための措置を実施する。 

（２）（略） 
５～１１（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
誤記修正 

第１３節 輸送対策 第１３節 輸送対策  

（略） （略）  

第１４節 交通規制及び警備・保安対策 第１４節 交通規制及び警備・保安対策  

（略） （略）  

第１５節 火災対策 第１５節 火災対策  

(略) (略)  

第１６節 医療救護活動対策 第１６節 医療救護活動対策  

(略) 
１ 各主体の役割 
（１） 県の役割 
   ア～イ（略） 

ウ 医療関係団体（新潟県医師会、日本赤十字社新潟県支部、新潟県歯
科医師会、新潟県薬剤師会、新潟県看護協会、新潟県栄養士会、新潟
県災害リハビリテーション連絡協議会等）、新潟ＤＭＡＴ、新潟ＤＰ

(略) 
１ 各主体の役割 
（１）県の役割 
   ア～イ（略） 
  ウ 医療関係団体（新潟県医師会、日本赤十字社新潟県支部、新潟県歯

科医師会、新潟県薬剤師会、新潟県看護協会、新潟県栄養士会、新潟
県災害リハビリテーション連絡協議会等）、新潟ＤＭＡＴ、新潟ＤＰ
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ＡＴ、基幹災害拠点病院（新潟大学医歯学総合病院、長岡赤十字病
院）、消防機関、自衛隊等と、被災地域における医療ニーズなどの情
報を共有した上で、救護班の派遣調整等の医療救護活動の調整を行
う。 
（追加） 
 
 

  エ～キ（略） 
（２）～（７）（略） 

２～７（略） 

ＡＴ、基幹災害拠点病院（新潟大学医歯学総合病院、長岡赤十字病
院）、消防機関、自衛隊等と、被災地域における医療ニーズなどの情
報を共有した上で、救護班の派遣調整等の医療救護活動の調整を行
う。 
その際、災害医療アドバイザー、災害時 小児周産期リエゾン、災害

薬事コーディネーター及び災害時透析リエゾンは、県に対 して適宜助
言等を行う。 

  エ～キ（略） 
（２）～（７）（略） 
２～７（略） 

 
 
 
 
県地域防災計画
にあわせた修正 
 
 
 
 

第１７節 防疫保健衛生対策及びこころのケア対策 第１７節 防疫保健衛生対策及びこころのケア対策  

(略) 
１ 実施責任者 
 （１）（略） 
 （２）市における担当部及び班は、次のとおりとする。 

部 班 担    当    内    容 

福祉保健

部 
保健衛生班 

・保健衛生及び防疫（環境衛生班に関するものを除

く。）に関すること。 

・地元医師会及び医療機関との連絡調整並びに協力

要請に関すること。 

・救急医薬品及び医療資機材の確保に関すること。 

・（追加） 

（追加） （追加） ・（追加） 

市民生活

部 
環境衛生班 

・防疫（保健衛生班に関するものを除く。）に関す

ること。 

・災害ごみ、し尿、死亡獣畜等の収集及び処理に関

すること。 

 
 
 
２～９（略） 

(略) 
１ 実施責任者 
 （１）（略） 
 （２）市における担当部及び班は、次のとおりとする。 

部 班 担    当    内    容 

福祉保健

部 

保健衛生

班 

・保健衛生及び防疫（環境衛生班に関するものを除

く。）に関すること。 

・地元医師会及び医療機関との連絡調整並びに協力

要請に関すること。 

・救急医薬品及び医療資機材の確保に関すること。 

・心のケア及び精神保健福祉相談の実施に関するこ

と。 

子ども未

来部 

福祉衛生

班 

・心のケア及び精神保健福祉相談の実施に関するこ

と。 

市民生活

部 

環境衛生

班 

・防疫（保健衛生班に関するものを除く。）に関す

ること。 

・災害ごみ、し尿、死亡獣畜等の収集及び処理に関

すること。 

２～９（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現状に即すよう
に修正 
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第１８節 廃棄物の処理対策 第１８節 廃棄物の処理対策  

(略) 
１ 各主体の役割 
 （１）～（２）（略） 
 （３）市の役割 

  ごみ処理やし尿処理について活動体制を整備し、円滑な処理活動
を行う。 

また、近隣市町村や県ｋあら依頼があったときは、県からの要請
及び災害廃棄物の撤去等に係る連携対応間アニュアルに基づき、
災害がれきの処理、緊急を要する危険家屋の解体を支援する。 

 
２ 実施担当部及び班 
 （１）（略） 
 （２）市における担当部及び班は、次のとおりとする。 

部 班 担    当    内    容 

市民生活

部 
環境衛生班 

・被災地の環境対策に関すること。 

・仮設トイレ等の設置及び管理に関するこ

と。 

・ごみ処理場、し尿処理場及び最終処分場

の被害調査、応急復旧及び適正管理に関

すること。 

・災害ごみ、し尿、死亡獣畜等の収集及び

処理に関すること。 

 
３（略） 
４ し尿処理 
被災地域では大量の収集処理が予想されるため、し尿処理場での処理を

原則とするが、処理能力を超える場合は、市民生活部環境衛生班長は、上
下水道部水道下水道情報計画班と協議の上、近隣市町村に処理を依頼する
ものとし、収集についても柏崎市指定業者で対応できない場合は、近隣市
町村業者に応援を要請する。 
 （１）～（２）（略） 
５～７（略） 

(略) 
１ 各主体の役割 
 （１）～（２）（略） 
 （３）市の役割 

  ごみ処理やし尿処理について活動体制を整備し、円滑な処理活動
を行う。 

また、近隣市町村や県から依頼があったときは、県からの要請及
び災害廃棄物の撤去等に係る連携対応間アニュアルに基づき、災
害がれきの処理、緊急を要する危険家屋の解体を支援する。 

２ 実施担当部及び班 
（１） 略 
（２） 市における担当部及び班は、次のとおりとする。 

部 班 担    当    内    容 

市民生活

部 
環境衛生班 

・被災地の環境対策に関すること。 

・仮設トイレ等の設置及び管理に関するこ

と。 

・ごみ処理場及び最終処分場の被害調査、

応急復旧及び適正管理並びにし尿受入施

設の被害確認に関すること。 

・災害ごみ、し尿、死亡獣畜等の収集及び

処理に関すること。 

 
３（略） 
４ し尿処理 
被災地域では大量の収集処理が予想されるため、し尿受入施設での処理

を原則とするが、処理能力を超える場合は、市民生活部環境衛生班長は、
上下水道部水道下水道情報計画班と協議の上、近隣市町村に処理を依頼す
るものとし、収集についても柏崎市指定業者で対応できない場合は、近隣
市町村業者に応援を要請する。 
 （１）～（２）（略） 
５～７（略） 

 
 
 
 
 
 
誤記修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
語句修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
語句修正 

第１９節 トイレ対策 第１９節 トイレ対策  
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(略) (略)  

第２０節 入浴対策 第２０節 入浴対策  

(略) (略)  

第２１節 食料供給対策 第２１節 食料供給対策  

(略) 
１ 各主体の役割 
（１）市民の役割 
   市民は、避難に当たり、最低限１食分の物資等を携行するよう心がけ

る。 
（２）県の役割 
 ア 必要に応じて、（追加）物資輸送拠点を開設する（追加）。 
 
 
イ 物資等の調達、輸送の代行、県及び他市町村職員の応援派遣等により
市を支援する。 

ウ 自力で必要な物資等を確保・輸送できない場合は、指定地方行政機
関・協定業者等に支援を要請する。 

 （追加） 
 
 

（３）（略） 
（４）市の役割 
  ア～イ（略） 
  ウ 自力で必要な物資等を確保・輸送できない場合は、県・協定業者等

に支援を要請する。 
  エ 避難が長期化した場合、食事の提供から段階的に食材提供による自

炊へと移行し、避難者の自立を促す。 
 
 
 
 
 
 
 
２～８ （略） 

(略) 
１ 各主体の役割 
（１）市民の役割 
   市民は、避難に当たり、最低限１食分の物資等を携行するよう心がけ

る。 
（２）県の役割 
 ア 必要に応じて、広域物資輸送拠点を開設するとともに、民間事業者と

の災害時連携協定に基づいて輸送拠点での物資の受入れ、車両の手配、
輸送等を行う体制を速やかに整える。。 

イ 物資等の調達、（削除）県及び他市町村職員の応援派遣等により市を
支援する。 

ウ 自力で必要な物資等を確保（削除）できない場合は、指定地方行政機
関・協定業者等に支援を要請する。 

エ 物資等の効率的な調達・確保及びニーズに応じた供給・分配を行うた
め、備蓄物資等の供給や調達・輸送に関し、新物資システム（B-PLo）を
活用し、市町村と情報共有を図りながら、相互に協力するよう努める。 

 
（３）（略） 
（４）市の役割 
  ア～イ（略） 

ウ 必要に応じて、地域内輸送拠点を開設するとともに、民間事業者と
の災害時連携協定に基づいて輸送拠点での物資の受入れ、車両の手
配、輸送等を行う体制を速やかに整える。 

 エウ 自力で必要な物資等を確保（削除）できない場合は、県・協定業者
等に支援を要請する。 

 オエ 避難が長期化した場合、食事の提供から段階的に食材提供による自
炊へと移行し、避難者の自立を促す。 

カ 物資等の効率的な調達・確保及びニーズに応じた供給・分配を行うた
め、備蓄物資等の供給や調達・輸送に関し、新物資システム（B-PLo）を
活用し、県と情報共有を図りながら、相互に協力するよう努める。 

２～８ （略） 

 
 
 
 
 
 
防災基本計画に
あわせた修正 
 
 
 
 
防災基本計画に
あわせた修正 
 
 
 
 
 
 
 
県地域防災計画
にあわせた修正 
 
 
 
 
防災基本計画に
あわせた修正 
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第２２節 生活必需品等供給対策 第２２節 生活必需品等供給対策  

（略） （略）  

第２３節 要配慮者の応急対策 第２３節 要配慮者の応急対策  

災害時に必要な情報の把握が困難であったり、自らの行動等制約のある高
齢者、障がい者、難病患者、施設入所者、外国人、妊婦及び乳幼児等の要配
慮者の安全な避難（追加）のために、自主防災組織、町内会、民生委員・児
童委員（追加）及び消防団（以下「避難支援等関係者」という。）などの
（追加）地域住民の協力による安否確認及び避難体制を確立するほか、（追
加）避難生活状況の確認体制を確保して、災害時の要配慮者に対する支援に
ついて次のとおり定める。 
 
 

 
１ 実施担当部及び班 

市長は、市の区域内において、災害が発生し、又は災害が発生するおそ
れのあるときは、要配慮者に対し、必要と認める支援、救護対策を講ず
る。 
市における担当部及び班は、次のとおりとする。 

部 班 担  当  内  容 

市民生活部 

救助班 

・避難収容状況の記録

及び報告に関するこ

と。 

・関係機関への情報提

供及び連絡調整に関す

ること。 

地域事務所班 

・要配慮者（外国人を

除く。）の避難支援等

に関すること。 

災害時に必要な情報の把握が困難であったり、自らの行動等制約のある高
齢者、障がい者、難病患者、施設入所者、外国人、妊婦及び乳幼児等の要配
慮者の安全な避難や安否確認のために、自主防災組織、町内会、民生委員・
児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者、ボランティア及び消
防団（以下「避難支援等関係者」という。）などの多様な主体、地域住民の
協力による安否確認及び避難体制を確立するほか、平時から、避難行動要支
援者に関する情報の把握及び関係者との共有に努めるとともに、避難行動要
支援者名簿及び個別避難計画の作成、避難誘導体制の整備、避難訓練の実施
を図るとともに避難生活状況の確認体制を確保して、災害時の要配慮者に対
する支援について次のとおり定める。 
１ 実施担当部及び班 

市長は、市の区域内において、災害が発生し、又は災害が発生するおそ
れのあるときは、要配慮者に対し、必要と認める支援、救護対策を講ず
る。 
市における担当部及び班は、次のとおりとする。 

部 班 担  当  内  容 

市民生活部 

救助班 

・避難収容状況の記録

及び報告に関するこ

と。 

・関係機関への情報提

供及び連絡調整に関す

ること。 

地域事務所班 

・要配慮者（外国人を

除く。）の避難支援等

に関すること。 

 
 
防災基本計画に
あわせた修正 
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改正前 改正後 修正理由 

福祉保健部 

保健衛生班 

・保健衛生及び防疫

（環境衛生班に関す

るものを除く。）に

関 

すること。 

福祉班 

・生活保護世帯、障が

い者世帯及び高齢者

世帯の被害調査及び 

救護に関すること。 

・社会福祉団体等との

連絡調整に関するこ

と。 

・要配慮者利用施設の

被害調査、応急対策

及び応急復旧に関す 

ること。 

・福祉避難室及び福祉

避難所の設営並びに

被災者の収容の協力 

に関すること 

・被災者に対する福祉

相談に関すること。 

要配慮者支援班 

・要配慮者（外国人を

除く。）の避難支援

に関すること。 

・町内会、民生委員・

児童委員、福祉関係

者等への避難勧告等

の伝達に関すること 

福祉保健部 

保健衛生班 

・保健衛生及び防疫

（環境衛生班に関す

るものを除く。）に

関 

すること。 

福祉班 

・生活保護世帯、障が

い者世帯及び高齢者

世帯の被害調査及び 

救護に関すること。 

・社会福祉団体等との

連絡調整に関するこ

と。 

・要配慮者利用施設の

被害調査、応急対策

及び応急復旧に関す 

ること。 

・福祉避難室及び福祉

避難所の設営並びに

被災者の収容の協力 

に関すること 

・被災者に対する福祉

相談に関すること。 

要配慮者支援班 

・要配慮者（外国人を

除く。）の避難支援

に関すること。 

・町内会、民生委員・

児童委員、福祉関係

者等への避難勧告等

の伝達に関すること 
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子ども未来部 児童福祉班 

・要配慮者（主に妊産

婦、乳幼児）の避難

支援及び療養支援に

関すること。 

産業振興部 商業観光班 
・外国人の避難支援に

関すること。 

 

 
２～３（略） 

子ども未来部 保健衛生班 

・要配慮者（主に妊産

婦、乳幼児）の避難

支援及び療養支援に

関すること。 

産業振興部 商業観光班 
・外国人の避難支援に

関すること。 

 

 
２～３（略） 

語句修正 
 

第２４節 文教施設等応急対策 第２４節 文教施設等応急対策  

（略） （略）  

第２５節  文化財施設災害応急対策 第２５節  文化財施設災害応急対策  

（略） （略）  

第２６節 障害物の処理対策 第２６節 障害物の処理対策  

（略） （略）  

第２７節 行方不明者及び遺体等の捜索・処理・埋葬対策 第２７節 行方不明者及び遺体等の捜索・処理・埋葬対策  

(略) (略)  

第２８節 愛玩動物の保護対策 第２８節 愛玩動物の保護対策  

（略） （略）  

第２９節 放送施設応急対策 第２９節 放送施設応急対策  

(略) (略)  

第３０節 電気通信施設応急対策 第３０節 電気通信施設応急対策  

(略) (略)  

第３１節 電力施設等応急対策 第３１節 電力施設等応急対策  

（略） （略）  
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第３２節 ガス施設応急対策 第３２節 ガス施設応急対策  

(略) (略)  

第３３節 給水・水道施設応急対策 第３３節 給水・水道施設応急対策  

下水道・農業集落排水施設は、ライフライン施設として被災民の生活に大
きな影響を与えることから、早期の復旧が求められるものである。 

したがって、市長は速やかな応急対策実施のために災害時の組織体制の確
立を図り、被災箇所の早期把握により（追加）的確な応急復旧措置を講ずる
ものとし、処理場、ポンプ施設においては最小限の機能回復を行い、管路施
設においては本復旧工事までの一時的な公共下水道・農業集落排水機能の確
保を目的とする。 
１～13（略） 

下水道・農業集落排水施設は、ライフライン施設として被災民の生活に大
きな影響を与えることから、早期の復旧が求められるものである。 

したがって、市長は速やかな応急対策実施のために災害時の組織体制の確
立を図り、被災箇所の早期把握により、上下水道一体となって施設の機能を
維持するために的確な応急復旧措置を講ずるものとし、処理場、ポンプ施設
においては最小限の機能回復を行い、管路施設においては本復旧工事までの
一時的な公共下水道・農業集落排水機能の確保を目的とする。 
１～13（略） 

 
 
 
県地域防災計画
にあわせた修正 

第３４節 公共下水道・農業集落排水施設等応急対策 第３４節 公共下水道・農業集落排水施設等応急対策  

(略) (略)  

第３５節 危険物施設等応急対策 第３５節 危険物施設等応急対策  

(略) (略)  

第３６節 鉄道施設応急対策 第３６節 鉄道施設応急対策  

 (略)  (略)  

第３７節 公共土木施設等災害応急対策 第３７節 公共土木施設等災害応急対策  

 (略)  (略)  

第３８節 農林水産業等応急対策 第３８節 農林水産業等応急対策  

 (略) 
１～３（略） 
４家畜及び家畜飼養施設 
（１）～（２）（略） 
（３）応急対策及び関係機関への要請 

（略） 
ア死亡家畜の円滑な処分及び廃用家畜の緊急と殺処分 
（ア）家畜死体の受入体制の確保 

自有処分地の確保又は新潟県化製興業㈱ 
（イ）家畜死体の埋却許可 

 (略) 
１～３（略） 
４家畜及び家畜飼養施設 
（１）～（２）（略） 
（３）応急対策及び関係機関への要請 

（略） 
ア死亡家畜の円滑な処分及び廃用家畜の緊急と殺処分 
（ア）家畜死体の受入体制の確保 

自有処分地の確保又は新潟県化製興業㈱ 
（イ）家畜死体の埋却許可 
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柏崎地域振興局健康福祉部 →  県福祉保健部 
ウ  家畜廃用認定 

県農業共済組合中越支所 → 県農業共済組合連合会 
（エ）家畜緊急輸送車両 

県家畜商協同組合 
（オ）障害による廃用家畜緊急と殺に対する検査 

食肉衛生検査センター 
イ～エ（略） 

５～７（略） 

柏崎地域振興局健康福祉部 →  県福祉保健部 
（ウ）家畜廃用認定 

県農業共済組合中越支所 → 県農業共済組合連合会 
（エ）家畜緊急輸送車両 

県家畜商協同組合 
（オ）障害による廃用家畜緊急と殺に対する検査 

食肉衛生検査センター 
イ～エ（略） 

５～７（略） 

第３９節 商工業応急対策 第３９節 商工業応急対策  

 (略)  (略)  

第４０節 住宅応急対策 第４０節 住宅応急対策  

災害時における応急仮設住宅の設置及び応急修理について、次のとおり定
める。 
災害により住家が滅失した被災者のうち自己の資力では住宅を確保できな

い者について、災害救助法に基づく応急仮設住宅（民間賃貸住宅の借上げを
含む。）を設置し被災者を収容する。また、災害により住家が半壊（焼）
し、自らの資力により応急修理をすることができない者等について、住宅の
応急修理を実施してその援護を推進する。 

また、住宅が滅失した被災者に公営住宅等の空家を仮住宅として提供する
とともに、民間賃貸住宅への入居を希望する場合は、物件情報を提供し、被
災者の居住の安定を図る。 
 
１～２（略） 
３ 応急仮設住宅の供与 
（１）～（３）（略） 
（追加） 
（４）整備書類 

都市整備部住宅班長は、次の書類を整備する。 
ア 建築のための工事関係書類（契約書、設計書、仕様書等） 
イ 支払関係証拠書類 

 
 
 
 
４（略） 

災害時における応急仮設住宅の設置及び応急修理について、次のとおり定
める。 
災害により住家が滅失した被災者のうち自己の資力では住宅を確保できな

い者について、災害救助法に基づく応急仮設住宅（民間賃貸住宅の借上げを
含む。）を設置し被災者を収容する。また、災害により住家が半壊（焼）
し、自らの資力により応急修理をすることができない者等について、住宅の
応急修理を実施してその援護を推進する。 

また、住宅が滅失した被災者に公営住宅等の空き住宅を仮住宅として提供
するとともに、民間賃貸住宅への入居を希望する場合は、物件情報を提供
し、被災者の居住の安定を図る。 
 
１～２（略） 
３ 応急仮設住宅の供与 
（１）～（３）（略） 
（４）管理 
   県と結んだ委託協定に基づき、安心・安全の確保、心のケア、入居者

によるコミュニティの形成、女性やこども・若者をはじめとする生活
者の意見の反映、家庭動物の受入れ等に配慮し、善良な管理者の注意
を持って管理運営に努める。 

（４５）整備書類 
都市整備部住宅班長は、次の書類を整備する。 

ア 建築のための工事関係書類（契約書、設計書、仕様書等） 
イ 支払関係証拠書類 

４（略） 

 
 
 
 
 
 
 
語句修正 
 
 
 
 
 
 
 
県地域防災計画
にあわせた修正 
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改正前 改正後 修正理由 

５ 公営住宅、公的宿泊施設等の特例使用 
（１） 都市整備部住宅班長は、被災者への仮住宅として、公営住宅の空き

家を提供する。（行政財産の目的外使用許可手続による。） 
（２）～（３）（略） 

５ 公営住宅、公的宿泊施設等の特例使用 
（１） 都市整備部住宅班長は、被災者への仮住宅として、公営住宅の空

き住宅を提供する。（行政財産の目的外使用許可手続による。） 
（２）～（３）（略） 

 
語句修正 

第４１節 海上における応急対策 第４１節 海上における応急対策  

(略) (略)  

第４２節 ボランティア等受入対策 第４２節 ボランティア等受入対策  

(略) (略)  

第４３節 労務供給対策 第４３節 労務供給対策  

（略） （略）  

第４４節 義援金品の受入れ・配分対策 第４４節 義援金品の受入れ・配分対策  

（略） （略）  

第４５節 災害救助法による救助対策 第４５節 災害救助法による救助対策  
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改正前 改正後 修正理由 

（略） 
１～３（略） 
４災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準等 
（略） 
別表２ 
 （１０）避難所の設置 

１ 実施者 市長 

２ 救助対象者 １ 災害によって現に被害を受けた者 

（１）住家が被害を受け、居住の場所を

失った者 

（２）現に災害を受けた者（旅館の宿泊

人、下宿人、一般家庭の来訪者、通行

人等） 

２ 災害によって、現に被害を受けるお

それのある者 

（１）避難指示・勧告が出た場合 

（２）避難指示・勧告は出ていないが、

緊急に避難する必要がある場合 

３ 救助の方法 １ 避難所の設置 

（１）既存建物利用（学校、公民館、神

社、寺院、旅館、工場、倉庫等） 

（２）野外仮設（仮設建物、天幕借上

げ） 

２ 避難所の設置予定場所については、事

前に定めて市民に周知しておくこと。 

３ 避難所を設置したときは、速やかに

被災者に場所を周知させ収容保護する

こと。 

４ 市長は、各避難所に責任者を派遣し

て、被災者の保護及び避難所の管理に

当たること。 

（略） 
１～３（略） 
４災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準等 
（略） 
別表２ 
 ア 避難所の設置 

１ 実施者 市長 

２ 救助対象者 １ 災害によって現に被害を受けた者 

（１）住家が被害を受け、居住の場所を

失った者 

（２）現に災害を受けた者（旅館の宿泊

人、下宿人、一般家庭の来訪者、通行

人等） 

２ 災害によって、現に被害を受けるお

それのある者 

（１）避難指示・勧告が出た場合 

（２）避難指示・勧告は出ていないが、

緊急に避難する必要がある場合 

３ 救助の方法 １ 避難所の設置 

（１）既存建物利用（学校、公民館、神

社、寺院、旅館、工場、倉庫等） 

（２）野外仮設（仮設建物、天幕借上

げ） 

２ 避難所の設置予定場所については、事

前に定めて市民に周知しておくこと。 

３ 避難所を設置したときは、速やかに

被災者に場所を周知させ収容保護する

こと。 

４ 市長は、各避難所に責任者を派遣し

て、被災者の保護及び避難所の管理に

当たること。 

 
 
 
 
誤記修正 
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改正前 改正後 修正理由 

４ 費用の範囲 １ 賃金職員雇上費（設置、維持及び管

理の賃金） 

２ 消耗器材費（上敷ゴザ、床又は間仕

切用の板、釘、ブロック、ロウソク、

掃除用具） 

３ 建物器物等使用謝金 

４ 燃料費（採暖、湯茶を沸かす薪炭、

石炭、ガス、電気等の経費） 

５ 仮設便所、炊事場の設置及び臨時電

灯設備費等 

６ 衛生管理費（手洗用クレゾール石け

ん代等） 

５ 費用の限度 １ 基本額 １人１日当たり ３２０円

以内 

２ 加算額 冬季（１０月～３月）につ

いては、別に定める額を加算する。 

３ 高齢者等の要配慮者等に供与する

「福祉避難所」を設置した場合、当該

地域における実費を支出でき、上記を

超える額を加算できる。 

６ 救助の期間 災害発生の日から７日以内 

７ 特別基準 １ 避難所開設期間の延長。延長の期間

は、通常の場合基準期間である7日以

内 

２ 限度額の引上げ 

８ 実施状況報告 １ 避難所の開設状況報告（開設後直ち

に） 

（１）開設の日時及び場所 

（２）箇所数及び収容人員 

４ 費用の範囲 １ 賃金職員雇上費（設置、維持及び管

理の賃金） 

２ 消耗器材費（上敷ゴザ、床又は間仕

切用の板、釘、ブロック、ロウソク、

掃除用具） 

３ 建物器物等使用謝金 

４ 燃料費（採暖、湯茶を沸かす薪炭、

石炭、ガス、電気等の経費） 

５ 仮設便所、炊事場の設置及び臨時電

灯設備費等 

６ 衛生管理費（手洗用クレゾール石け

ん代等） 

５ 費用の限度 １ 基本額 １人１日当たり ３２０円

以内 

２ 加算額 冬季（１０月～３月）につ

いては、別に定める額を加算する。 

３ 高齢者等の要配慮者等に供与する

「福祉避難所」を設置した場合、当該

地域における実費を支出でき、上記を

超える額を加算できる。 

６ 救助の期間 災害発生の日から７日以内 

７ 特別基準 １ 避難所開設期間の延長。延長の期間

は、通常の場合基準期間である7日以

内 

２ 限度額の引上げ 

８ 実施状況報告 １ 避難所の開設状況報告（開設後直ち

に） 

（１）開設の日時及び場所 

（２）箇所数及び収容人員 
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改正前 改正後 修正理由 

（３）開設期間の見込み 

２ 避難所収容状況報告（日報） 

収容人員（避難所別） 

３ 避難所閉鎖報告（閉鎖後直ちに） 

９ 整備書類 １ 救助実施記録日計票（第８号様式） 

２ 避難所用物資受払簿（救助の種目別

物資受払状況）（整備すべき書類６） 

３ 避難所設置費（第９号様式） 

４ 避難所設置に要した支払証拠書類及

び物品受払証拠書類 

１０ その他 １ 避難所へ収容する者は、居住地の有

無には全く関係ない。 

２ 冬期、夏期の判定は、災害の発生し

た日をもって決定する。 

 イ～カ（略） 
５（略） 

（３）開設期間の見込み 

２ 避難所収容状況報告（日報） 

収容人員（避難所別） 

３ 避難所閉鎖報告（閉鎖後直ちに） 

９ 整備書類 １ 救助実施記録日計票（第８号様式） 

２ 避難所用物資受払簿（救助の種目別

物資受払状況）（整備すべき書類６） 

３ 避難所設置費（第９号様式） 

４ 避難所設置に要した支払証拠書類及

び物品受払証拠書類 

１０ その他 １ 避難所へ収容する者は、居住地の有

無には全く関係ない。 

２ 冬期、夏期の判定は、災害の発生し

た日をもって決定する。 

イ～カ（略） 
５（略） 
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第１編 風水害等共通対策 第４章 復旧・復興計画 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 民生安定化計画 第１節 民生安定化計画  

 (略) 
１ 支給・貸付・融資その他資金等の概要 

区分 資 金 名 等 主な対象者 窓    口 担当課 

支 

 

 

 

給 

１  災害弔慰金 災害により死亡した者の遺族 市 危機管理部 

防災・原子

力課 

２  災害障害見舞金 災害により著しい障害を受

けた者 

市 危機管理部 

防災・原子

力課 

３  被災者生活再建

支援金 

災害により住宅が全壊又は

大規模半壊、中規模半壊世

帯 

（公財）都道

府県センター 

危機管理部 

防災・原子

力課 

市民生活部 

市民活動支

援課 

貸 

 

 

 

 

 

 

 

 

付 

４  災害援護資金 災害により被害を受けた世

帯の世帯主 

市 危機管理部 

防災・原子

力課 

５  生活福祉資金 

ア  福祉費（災害

臨時経費） 

イ  福祉費（住宅

改修等 

経費） 

低所得世帯等 市 

（民生委員・

児童委員） 

福祉保健部 

福祉課 

６  母子父子寡婦福

祉資金 

母子家庭、父子家庭、寡婦 新潟県地域振

興局健康福祉

（環境）部 

福祉保健部 

福祉課 

 (略) 
１ 支給・貸付・融資その他資金等の概要 

区分 資 金 名 等 主な対象者 窓    口 担当課 

支 

 

 

 

給 

１  災害弔慰金 災害により死亡した者の遺族 市 危機管理部 

防災・原子

力課 

２  災害障害見舞金 災害により著しい障害を受

けた者 

市 危機管理部 

防災・原子

力課 

３  被災者生活再建

支援金 

災害により住宅が全壊又は

大規模半壊、中規模半壊世

帯 

（公財）都道

府県センター 

危機管理部 

防災・原子

力課 

市民生活部 

市民活動支

援課 

貸 

 

 

 

 

 

 

 

 

付 

４  災害援護資金 災害により被害を受けた世

帯の世帯主 

市 危機管理部 

防災・原子

力課 

５  生活福祉資金 

ア  福祉費（災害

臨時経費） 

イ  福祉費（住宅

改修等 

経費） 

低所得世帯等 市 

（民生委員・

児童委員） 

福祉保健部 

福祉課 

６  母子父子寡婦福

祉資金 

母子家庭、父子家庭、寡婦 新潟県地域振

興局健康福祉

（環境）部 

福祉保健部 

福祉課 
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改正前 改正後 修正理由 

７  住宅金融支援機

構資金 

（災害復興住宅） 

住宅金融支援機構が指定

した災害で被害を受けた

住宅の所有者等 

住宅金融支援

機構受託金融

機関 

都市整備部 

建築住宅課 

８ 災害復興住宅資

金貸付金利子補給

金交付要綱 

住宅金融支援機構又は金融

機関の災害復興住宅資金の

借入者 

市 

９ 天災融資制度 被害農林漁業者で市町村長

の認定を受けた者 

農協、森林組

合、漁協、銀

行 

産業振興部 

農林水産課 

農政課 

10  日本政策金融公

庫資金 

被害農林漁業者 日本政策金融

公庫受託金融

機関 

11  中小企業融資 中小企業及びその組合 市 

金融機関 

県信用保証協

会 

産業振興部 

商業観光課 

 
２ り災証明書の発行 

市は、発災後迅速に、住家の被害認定調査の実施体制及びり災証明書の
発行体制を確立し、被災者に対し遅滞なく、り災証明書を発行する。ま
た、平時からの住家の被害認定調査の担当者育成、他の地方公共団体や
（追加）民間団体との応援協定の締結、応援受入体制の構築、業務を支援
するシステムの活用等を計画的に進める。 
県は、市が行う被害認定調査及びり災証明書の発行に関する技術的・人

的支援を行うとともに、必要に応じて市町村間の支援を調整する。また、
共通の調査・判定方法にばらつきが生じることのないよう、平時から必要
な研修の実施に努めるとともに、研修参加者の名簿への登録、他の都道府
県や（追加）民間団体との応援協定の締結により、応援体制の強化を図
る。 

 
 
３～９（略） 
１１制度の周知及び利用者への広報 

７  住宅金融支援機

構資金 

（災害復興住宅） 

住宅金融支援機構が指定

した災害で被害を受けた

住宅の所有者等 

住宅金融支援

機構受託金融

機関 

都市整備部 

建築住宅課 

８ 災害復興住宅資

金貸付金利子補給

金交付要綱 

住宅金融支援機構又は金融

機関の災害復興住宅資金の

借入者 

市 

９ 天災融資制度 被害農林漁業者で市町村長

の認定を受けた者 

農協、森林組

合、漁協、銀

行 

産業振興部 

農林水産課 

（削除） 

10  日本政策金融公

庫資金 

被害農林漁業者 日本政策金融

公庫受託金融

機関 

11  中小企業融資 中小企業及びその組合 市 

金融機関 

県信用保証協

会 

産業振興部 

商業観光課 

 
２ り災証明書の発行 

市は、発災後迅速に、住家の被害認定調査の実施体制及びり災証明書の
発行体制を確立し、被災者に対し遅滞なく、り災証明書を発行する。ま
た、平時からの住家の被害認定調査の担当者育成、他の地方公共団体や不
動産鑑定士や行政書士等の士業団体その他の民間団体との応援協定の締
結、応援受入体制の構築、業務を支援するシステムの活用等を計画的に進
める。 
県は、市が行う被害認定調査及びり災証明書の発行に関する技術的・人

的支援を行うとともに、必要に応じて市町村間の支援を調整する。また、
共通の調査・判定方法にばらつきが生じることのないよう、平時から必要
な研修の実施に努めるとともに、研修参加者の名簿への登録、他の都道府
県や不動産鑑定士や行政書士等の士業団体その他の民間団体との応援協定
の締結により、応援体制の強化を図る。 

 
３～９（略） 
１０制度の周知及び利用者への広報 

 
 
 
 
 
 
 
 
語句修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県地域防災計画
にあわせた修正 
 
 
 
 
 
県地域防災計画
にあわせた修正 
 
 
 
語句修正 
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改正前 改正後 修正理由 

 （略）  （略） 

第２節 貸付・融資その他資金等による支援計画 第２節 貸付・融資その他資金等による支援計画  

（略） （略）  

第３節 公共施設等災害復旧計画 第３節 公共施設等災害復旧計画  

（略） （略）  

第４節 災害復興計画 第４節 災害復興計画  

（略） （略）  
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第２編 個別災害対策 第１章 風水害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 水防管理団体等の体制整備計画 第１節 水防管理団体等の体制整備計画  

 (略) (略)  

第２節 水防警報伝達計画 第２節 水防警報伝達計画  

 (略) (略)  
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第２編 個別災害対策 第２章 雪害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 雪害対策総則 第１節 雪害対策総則  

 (略) (略)  

第２節 降雪等に関する気象注意報・警報及び予報 第２節 降雪等に関する気象注意報・警報及び予報  

 (略) 
１～３（略） 
４ 新潟県雪情報システム 

県は、１２月１日から３月３１日までの間、県内３７地
点の降雪量予測情報を、ホームページ上で公開する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (略) 
１～３（略） 
４ 新潟県雪情報システム  
  県は気象情報を含め、降雪等に関する情報を県民にわ

かりやすく提供するように努める。  
県は、１２月１日から３月３１日までの間、県内３７地

点の降雪量予測情報を、ホームページ上で公開する。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
現行の運用
にあわせた
修正 

第３節 孤立予想地区の通信・連絡体制等の整備 第３節 孤立予想地区の通信・連絡体制等の整備  

 (略) (略)  

第４節 建築物の雪害予防計画 第４節 建築物の雪害予防計画  

 (略) (略)  

第５節 電力・通信の確保計画  第５節 電力・通信の確保計画   

 (略) (略)  

第６節 消・融雪施設等の整備  第６節 消・融雪施設等の整備   

 (略) (略)  

第７節 積雪期の交通確保計画  第７節 積雪期の交通確保計画   

山北、村上、関川、新発田、胎内、秋葉、五泉、津川、上川、北

（旧豊栄）、新潟、西蒲、三条、加茂、見附、長岡、栃尾、与

板、小千谷、守門、小出、十日町、津南、南魚沼、湯沢、柏崎、

小国、松之山、柿崎、高士、北城、新井、妙高高原、糸魚川、根

小屋、相川、両津 

予測地

山北、村上、関川、新発田、胎内、秋葉、五泉、津川、上川、北

（旧豊栄）、新潟、西蒲、三条、加茂、見附、長岡、栃尾、与

板、小千谷、守門、小出、十日町、津南、南魚沼、湯沢、柏崎、

小国、松之山、柿崎、高士、北城、新井、妙高高原、糸魚川、根

小屋、相川、両津 

予測地
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改正前 改正後 修正理由 

 (略) 
１～４（略） 
５ 市管理道路の交通確保対策 

市は毎年「（追加）道路除雪計画」を定め、除排雪体制
を整備し、雪害予防に努めるものとする。 

（１）（略） 
（２）除雪連絡会議の開催 

ア 冬期間における地域道路除排雪の円滑な実施を期
すため、「（追加）除雪連絡会議」を開催するものと
する。 

イ （追加）除雪連絡会議は、市、国・県の出先機
関、柏崎警察署、消防署、運輸業者等の各代表をもっ
て構成するものとする。 

（３）～（４）（略） 
（５）雪みち計画協議会の設置 
  ア 歩道除雪の円滑な実施を期すため、「柏崎市雪み

ち計画協議会」を設置するものとする。 
  イ 雪みち協議会は、市、国・県の出先機関、柏崎警

察署、町内会、市ＰＴＡ連合会、小中学校教頭会、交
通安全母の会連合会等の代表者で構成するものとす
る。 

（６）市街地等除雪時の屋根の雪下ろし 
降雪が続き屋根の雪下ろしが必要となったときは、除

雪連絡会議で協議し、屋根の雪下ろし一斉作業完了後、
道路除雪作業を実施するものとする。 

（７）通行規制 
   除雪作業に伴う通行規制に関しては、事前に所轄警
察署と十分協議の上、実施する。 
６～９（略） 

 (略) 
１～４（略） 
５ 市管理道路の交通確保対策 

市は毎年「柏崎市道路除雪計画」を定め、除排雪体制を
整備し、雪害予防に努めるものとする。 

（１）（略） 
（２）除雪連絡会議の開催 

ア 冬期間における地域道路除排雪の円滑な実施を期
すため、「柏崎市除雪連絡会議」を開催するものとす
る。 

イ 柏崎市除雪連絡会議は、市、国・県の出先機関、
柏崎警察署、消防署、運輸業者等の各代表をもって構
成するものとする。 

（３）～（４）（略） 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
（５）市街地等除雪時の屋根の雪下ろし 

降雪が続き屋根の雪下ろしが必要となったときは、除
雪連絡会議で協議し、屋根の雪下ろし一斉作業完了後、
道路除雪作業を実施するものとする。 

（６）通行規制 
   除雪作業に伴う通行規制に関しては、事前に所轄警
察署と十分協議の上、実施する。 
６～９（略） 

 
 
語句修正 
 
 
 
 
語句修正 
 
 
 
 
 
 
廃止のため 

第８節 雪崩防止施設等の整備  第８節 雪崩防止施設等の整備   

 (略)  (略)  

第９節 雪崩事故の防止と応急対策  第９節 雪崩事故の防止と応急対策   

 (略) (略)  
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第２編 個別災害対策 第３章 土砂災害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 土砂災害予防計画 第１節 土砂災害予防計画  

 (略) (略)  

第２節 土砂災害緊急情報・土砂災害警戒情報伝達計画 第２節 土砂災害緊急情報・土砂災害警戒情報伝達計画  

 (略) (略)  

第３節 土砂災害・斜面災害応急対策 第３節 土砂災害・斜面災害応急対策  

 (略) (略)  
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第２編 個別災害対策 第４章 林野火災対策 
 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 林野火災予防計画 第１節 林野火災予防計画  

 自然環境と森林資源を林野火災による破壊から守るた 
め、県、市及び林野関係機関は、（追加）林野火災予防体
制の整備、教育・指導等による防火思想の普及、消防体
制、資機材等の整備・充実を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
１ 市の林野火災発生状況  

市では、過去１０年間に６件の林野火災が発生してい
る。 

・平成２７（２０１５）年３月発生事案： 
たき火の火が飛び火し、枯草等８ａを焼損したも

のである。 
・平成２７（２０１５）年８月発生事案： 

たき火が付近の落葉等に燃え移り、枯草等２ａを
焼損したものである。 

・平成２８（２０１６）年５月発生事案： 
枯草焼の火が延焼拡大し、枯草等７４ａを焼損し

たものである。  

・平成２８（２０１６）年６月発生事案：  

焼却炉の火の粉が飛び火し、枯草等０．４５ａを
焼損したものである。  

  ・平成３０（２０１８）年７月発生事案：  

    出火原因は不明であるが、枯草等２ａを焼損した
ものである。 

  ・令和６年（２０２４）年４月発生事案： 
    たき火の火が付近の枯草に燃え移り、枯草等１４a

を焼損したものである。 
  ・（追加） 
 

自然環境と森林資源を林野火災による破壊から守るた 
め、県、市及び林野関係機関は、林野火災の発生危険度等
に係る情報の発信に取り組み、気象の状況が火災予防上危
険であると認めるときは、火災予防上危険であると認める
ときは、火災に関する警報を発令して森林等の利用者に周
知し、屋外での火気の使用禁止、消防機関の警防体制の強
化等必要な措置を講じ、林野火災の発生予防に努める。ま
た、火入れやたき火等を行う者が火災予防上必要な措置の
徹底を図るよう適切に対応する。また、林野火災予防体制
の整備、教育・指導等による防火思想の普及、消防体制、
資機材等の整備・充実を図る。 
１ 市の林野火災発生状況  

市では、過去１０年間に５件の林野火災が発生してい
る。 

・（削除） 
・（削除） 
・平成２８（２０１６）年５月発生事案： 

枯草焼の火が延焼拡大し、枯草等７４ａを焼損し
たものである。  

・平成２８（２０１６）年６月発生事案：  

焼却炉の火の粉が飛び火し、枯草等０．４５ａを
焼損したものである。  

  ・平成３０（２０１８）年７月発生事案：  

    出火原因は不明であるが、枯草等２ａを焼損した
ものである。 

  ・令和６年（２０２４）年４月発生事案： 
    たき火の火が付近の枯草に燃え移り、枯草等１４a

を焼損したものである。 
・令和７（２０２５）年７月発生事案： 

たき火の火が付近の枯草に燃え移り、枯草等２ａ
を焼損したものである。  
 

 
 

 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
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改正前 改正後 修正理由 

年 件数

（件） 

焼損面積

（ａ） 

発生月/件数 

平成

27(2015)年 

２ １０ ３月/１件 ８

月/１件 

平成

28(2016)年 

２ ７４ ５月/１件 ６

月/１件 

平成

29(2017)年 

０ ―  

平成

30(2018)年 

１ ２ ７月/１件 

令和元

(2019)年 

０ ―  

令和２

(2020)年 

０ ―  

令和３

(2021)年 

０ ―  

令和４

(2022)年 

０ ―  

令和５

(2023)年 

０ ―  

令和６

(2024)年 

１ １４ ４月/１件 

（追加） （追加） （追加） （追加） 

合 計 ６ １１００  

 
２ 火災予防体制の整備 
（１）森林環境の整備 

国、県、市、森林組合及び林野の所有者等は、平時か
ら次により林野火災の予防上必要な環境整備に努めるも
のとする。  
ア 防火線・防火林の整備 

森林区画、尾根等を利用し、防火樹帯を整備すると

年 件数

（件） 

焼損面積

（ａ） 

発生月/件数 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

平成

28(2016)年 

２ ７４ ５月/１件 ６

月/１件 

平成

29(2017)年 

０ ―  

平成

30(2018)年 

１ ２ ７月/１件 

令和元

(2019)年 

０ ―  

令和２

(2020)年 

０ ―  

令和３

(2021)年 

０ ―  

令和４

(2022)年 

０ ―  

令和５

(2023)年 

０ ―  

令和６

(2024)年 

１ １４ ４月/１件 

令和７

（2025）年 

１ ２ ７月／１件 

合 計 ５ ９２  

 
２ 火災予防体制の整備 
（１）森林環境の整備 

国、県、市、森林組合及び林野の所有者等は、平時か
ら次により林野火災の予防上必要な環境整備に努めるも
のとする。  
ア 防火線・防火林の整備 

森林区画、尾根等を利用し、防火樹帯を整備すると
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改正前 改正後 修正理由 

ともに、立地条件、気象条件を考慮し、防火線を布設
するよう努めるものとする。また、固定防火線と併用
又は単独に防火（追加）樹を植栽した林帯の整備（追
加）に努めるものとする。 

防火線は、定期的に刈払い等の維持管理を行い、延
焼防止機能の維持に努めるものとする。 

 
  イ（略） 

ウ 林道（防火道）の整備 
市は、消防用車両の通行に支障のないよう、（追

加）林道の適正な維持管理に努めるものとする。 
 

  エ～オ（略） 
（２）～（３）（略） 
３ (略) 
４ 消防体制等の整備・充実 

県、市及び林野関係機関は、林野火災に対する消防力の
整備・充実を図る。 

（１）消防体制の確立 
ア 消防出動計画の整備 

消防本部は、当該地域の地勢、植生及び気象条件    
等を考慮し、林野火災を想定した出動計画を市地域防
災計画及び市消防計画に定めるものとする。（追加） 

  イ～ウ（略） 
（２）（略） 
（３）消防水利の確保 

消防本部は、林野火災発生時の消防水利の確保のた
め、（追加）川・池等の自然水利や砂防ダム等水源とし
て利用できる施設を調査するものとする。また、林野内
に適当な水源が確保できない場合は、コンクリートミキ
サー車及び排水ポンプ車等、水を運搬できる車両を保有
する事業者から消防用水運搬に関する協力を得るものと
する。 

 
 
 
 
 
 

ともに、立地条件、気象条件を考慮し、防火線を布設
するよう努めるものとする。また、固定防火線と併用
又は単独に防火性のある樹種の植種のを植栽等による
した林帯の整備や適正な維持管理に努めるものとす
る。 

防火線は、定期的に刈払い等の維持管理を行い、延
焼防止機能の維持に努めるものとする。 

イ（略） 
ウ 林道（防火道）の整備 

市は、消防用車両の通行に支障のないよう、消火活
動の円滑な実施のための林道の適正な維持管理に努め
るものとする。 

  エ～オ（略） 
（２）～（３）（略） 
３ (略) 
４ 消防体制等の整備・充実 

県、市及び林野関係機関は、林野火災に対する消防力の
整備・充実を図る。 

（１）消防体制の確立 
ア 消防出動計画の整備 

消防本部は、当該地域の地勢、植生及び気象条件    
等を考慮し、林野火災を想定した出動計画を市地域防
災計画及び市消防計画に定めるものとする。また、強
風下の林野火災を想定した飛び火警戒要領等の策定等
により、効果的な消防活動体制を整備する。 

  イ～ウ（略） 
（２）（略） 
（３）消防水利の確保 

消防本部は、林野火災発生時の消防水利の確保のた
め、林野内への送水や放水を可能とする資器材の充実強
化の他、防火水槽等、川・池等の自然水利や砂防ダム等
水源として利用できる施設を調査するものとする。ま
た、林野内に適当な水源が確保できない場合は、コンク
リートミキサー車及び排水ポンプ車等、水を運搬できる
車両を保有する事業者から消防用水運搬に関する協力を
得るものとする。 

（４）迅速な初期消火に向けた対応 
   消防本部等は、消防団と連携した実践的かつ効果的

な訓練や火災対応能力向上に必要な資機材等の充実等を

 
 
文言の修正 
 
 
 
 
 
 
文言の修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
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改正前 改正後 修正理由 

 
（４）空中消火体制の整備 

（略） 
県の空中消火用資機材等の保有状況（令和２年１０月
１日現在） 

項 
目 

品名等 数量 備考 

資機
材 

空中消火用バケット
（ 7,570 ㍑）※１ 
同上       
（ 1,000 ㍑）※２ 

１基
（注） 
１基 

 

薬 
剤 

化学消火剤「マッ
プ」（１袋30 ㎏） 
消火液染剤（１缶10 
㎏） 

85袋 
3缶 

 

 
（５）林野火災消防訓練の実施 

図る。 
（５４）空中消火体制の整備 
  （略） 

県の空中消火用資機材等の保有状況（令和８年４月１
日現在） 

項 目 品名等 数量 備考 

資機
材 

空中消火用バケット
（ 7,570 ㍑）※１ 
同上       
（ 1,000 ㍑）※２ 

１基
（注） 
１基 

 

（削
除） 

（削除） （削
除） 

 

 
 
 
 
（６５）林野火災消防訓練の実施 

た修正 
 
 
 
時点修正 

第２節 林野火災応急対策  第２節 林野火災応急対策   

（略） 
１（略） 
２ 消火・救出活動 
（１）火災防御活動の実施 

（略） 
ア 情報収集 

消防隊は、消防団とともに自ら火災の発生・延焼状
況についての情報を収集するほか、現地の林業関係者
や地元住民からも情報を求めて早期の状況把握に努め
る。（追加） 

現地に出動した消防防災ヘリコプター、UAVは火災
の延焼状況を空中から偵察し、地上の消防隊に情報を
提供するとともに飛び火の警戒に当たる。  

 
 
 
  イ（略） 

ウ 消火活動の実施 
消防隊は消防ポンプによる消火活動のほか、背負 

（略） 
１（略） 
２ 消火・救出活動 
（１）火災防御活動の実施 

（略） 
ア 情報収集 

消防隊は、消防団とともに自ら火災の発生・延焼状
況についての情報を収集するほか、現地の林業関係者
や地元住民からも情報を求めて早期の状況把握に努め
る。急激な延焼拡大や火災の長期化に対応できるよ
う、必要に応じて、他の消防機関や県、自衛隊に情報
共有する。なお、火災防御に当たっては人命を第一と
し、住家等への延焼防止を最優先に行う。 

現地に出動した消防防災ヘリコプター、UAVは火災
の延焼状況を空中から偵察し、地上の消防隊に情報を
提供するとともに飛び火の警戒に当たる。  

イ（略） 
ウ 消火活動の実施 

消防隊は消防ポンプによる消火活動のほか、背負 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
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改正前 改正後 修正理由 

い式手動ポンプ等を使った人海戦術による消火、消防
防災ヘリコプター、UAV等による空中消火等あらゆる
手段を使って早期鎮火に努める。また、（追加）消火
活動による延焼阻止が難しいと判断する場合は、森林
所有者等と調整の上、林業関係者と協力して森林の伐
開により臨時の防火帯を形成するなどして延焼を阻止
するものとする。 

 
 

（２）～（３）（略） 
３ 避難・誘導 
（１）（略） 
（２）市民の避難 

市長は、林野火災の延焼により住家等に危険が及ぶと
判断したときは市民に対し避難勧告等を行い、警察等と
協力して市民を安全に避難させる。（追加） 

（追加） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４～５（略） 

い式手動ポンプ等を使った人海戦術による消火、消防
防災ヘリコプター、UAV等による空中消火等あらゆる
手段を使って早期鎮火に努める。また、活動終期にあ
っては、空中からの熱源探査並びに地上での警戒及び
残火処置を徹底し、確実な鎮火を行う。なお、消火活
動による延焼阻止が難しいと判断する場合は、森林所
有者等と調整の上、林業関係者と協力して森林の伐開
により臨時の防火帯を形成するなどして延焼を阻止す
るものとする。 

（２）～（３）（略） 
３ 避難・誘導 
（１）（略） 
（２）市民の避難 

市長は、林野火災の延焼により住家等に危険が及ぶと
判断したときは市民に対し避難指示勧告等を行い、警察
等と協力して市民を安全に避難させる。また、避難行動
要支援者の避難支援が適切に行えるよう十分配慮する。 

 
（３）消火、救出活動 
   県、警察のヘリコプターは、被害情報の 地上消防隊

等への提供、飛び火の警戒に当 たるとともに、孤立し
た負傷者及び退路を 断たれた者等を発見したときは、
直ちに他 の業務に優先して救助活動を行う。 県ヘリコ
プターは、必要に応じ空中消 火、空中からの熱源探査
等を実施する。 警察署等は、緊急通行車両以外の車両
の 通行禁止又は制限をする。 

４～５（略） 

 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
 
 
 
 
防災基本計
画にあわせ
た修正 
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第２編 個別災害対策 第５章 油流出事故災害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 総則 第１節 総則  

（略） （略）  

第２節 予防対策 第２節 予防対策  

 (略) 
１ 関係機関の相互連携 
 （略） 
 （１）連絡窓口等の明確化 

関係防災機関は、事故情報、被害状況及び各機関の防
除対策の実施状況等の情報を相互に共有し、情報の欠落
や錯綜などを未然に防止するため、連絡窓口等をあらか
じめ定めておくものとする。 
ア 主な関係機関の窓口  

機関・団体名 担当部署 住  所 
新潟県 防災局 危機対策

課 
新潟市中央区新
光町4-1 

柏崎市 防災・原子力課 柏崎市日石町2-1 
第九管区海上保
安本部 

警備救難部 救難
課 

新潟市中央区美
咲町1-2-1 

県警察本部 地域部 地域課 新潟市中央区新
光町4-1 

北陸地方整備局 企画部 防災課 新潟市中央区美
咲町 1-1-1 

指定海上防災機
関 

海上災害防止セ
ンター 防災部 

神奈川県横浜市
西区みなとみら
い4-4-5 横浜ア
イマークプレイ
ス 

県漁業協同組合
連合会 

総務部 総務企画
課 

新潟市中央区万
代島2-1 

石油連盟 

昭和シェル石油
㈱ 
新潟石油製品輸
入基地 管理課 

新潟市東区平和
町21 

新潟県沿岸排出油等 新潟海上保安部 新潟市中央区竜

  (略) 
１ 関係機関の相互連携 
 （略） 
 （１）連絡窓口等の明確化 

関係防災機関は、事故情報、被害状況及び各機関の防
除対策の実施状況等の情報を相互に共有し、情報の欠落
や錯綜などを未然に防止するため、連絡窓口等をあらか
じめ定めておくものとする。 
ア 主な関係機関の窓口  

機関・団体名 担当部署 住  所 
新潟県 防災局 危機対策

課 
新潟市中央区新
光町4-1 

柏崎市 防災・原子力課 柏崎市日石町2-1 
第九管区海上保
安本部 

警備救難部 救難
課 

新潟市中央区美
咲町1-2-1 

県警察本部 地域部 地域課 新潟市中央区新
光町4-1 

北陸地方整備局 防災室企画部 防
災課 

新潟市中央区美
咲町 1-1-1 

指定海上防災機
関 

海上災害防止セ
ンター 防災部 

神奈川県横浜市
西区みなとみら
い4-4-5 横浜ア
イマークプレイ
ス 

県漁業協同組合
連合会 

総務部 総務企画
課 

新潟市中央区万
代島2-1 

石油連盟 

昭和シェル石油
㈱ 
新潟石油製品輸
入基地 管理課 

新潟市東区平和
町21 

新潟県沿岸排出油等 新潟海上保安部 新潟市中央区竜

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時点修正 
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改正前 改正後 修正理由 

防除協議会 警備救難課 が島1-5-4 
 
 
（２）～（４）（略） 
２～６ （略） 

防除協議会 警備救難課 が島1-5-4 
 
（２）～（４）（略） 
２～６ （略） 

第３節 応急体制の確立 第３節 応急体制の確立  

（略）  （略）   

第４節 情報の収集・伝達計画  第４節 情報の収集・伝達計画   

（略）  （略）   

第５節 流出油等防除方針 第５節 流出油等防除方針  

（略） （略）  

第６節 流出油等防除対策 第６節 流出油等防除対策  

（略）  （略）   

第７節 漁業対策 第７節 漁業対策  

（略） （略）  

第８節 環境保全対策 第８節 環境保全対策  

（略） （略）  

第９節 復旧計画 第９節 復旧計画  

（略） （略）  
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第２編 個別災害対策 第６章 海上事故災害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 海上事故災害予防計画 第１節 海上事故災害予防計画  

（略）  （略）   

第２節 海上事故災害応急対策 第２節 海上事故災害応急対策  

（略）  （略）   

第３節 海上事故による危険漂着物対策 第３節 海上事故による危険漂着物対策   

 (略)  (略)  
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第２編 個別災害対策 第７章 航空事故災害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 航空事故災害予防計画 第１節 航空事故災害予防計画  

（略）  （略）  

第２節 航空事故災害応急対策 第２節 航空事故災害応急対策  

（略）  （略）   
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第２編 個別災害対策 第８章 鉄道事故災害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 鉄道事故災害予防計画 第１節 鉄道事故災害予防計画  

（略） （略）  

第２節 鉄道事故災害応急対策 第２節 鉄道事故災害応急対策  

(略) (略)  
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第２編 個別災害対策 第９章 道路事故災害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 道路事故災害予防計画 第１節 道路事故災害予防計画  

 (略)  (略)  

第２節 道路事故災害応急対策 第２節 道路事故災害応急対策  

 (略)  (略)  
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第２編 個別災害対策 第１０章 危険物等事故災害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 危険物等事故災害予防計画 第１節 危険物等事故災害予防計画  

（略）  （略）  

第２節 危険物等事故災害応急対策 第２節 危険物等事故災害応急対策  

（略）  （略）   
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第２編 個別災害対策 第１１章 集団事故災害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 集団事故災害予防計画 第１節 集団事故災害予防計画  

 (略)  (略)  

第２節 集団事故災害応急対策 第２節 集団事故災害応急対策  

 (略)  (略)  
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第２編 個別災害対策 第１２章 竜巻等突風災害対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 竜巻等突風事故災害予防計画 第１節 竜巻等突風事故災害予防計画  

（略）  （略）   

第２節 竜巻等突風災害応急対策 第２節 竜巻等突風災害応急対策  

 (略)  (略)  
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第２編 個別災害対策 第１３章 大規模火災対策 

改正前 改正後 修正理由 

第１節 大規模火災予防計画 第１節 大規模火災予防計画  

 (略)  (略)  

第２節 大規模火災応急対策 第２節 大規模火災応急対策  

（略）  （略）    


